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はじめに
この研究はアジア諸国の環境法制度について体系的に研究するものである。具体的な研究調査は、
タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、韓国、中国を対象に現地ヒアリング
調査・資料収集調査及び、文献学的調査を行っている。本稿では、調査を行った対象国のうち、タイ、
インドネシア、マレーシア、中国の4カ国に焦点をおいて、環境法制度及び環境アセスメント制度に
ついて検討する。他の調査固については、他日を期したいと思っている。
1.タイにおける環境汚染の現状と環境管理法制度
1.1 環境法の現状と課題
(1)タイの環境政策の生成と発展
タイ政府の政策の中で、最初に環境問題に言及したのは、第32期タノム政権 (1969年 3 月 ~1971年
11月)とされている。そこでは、土壌、水域、森林の保護が強調された o
唱法科大学院教授
l タイ環境法に関する先駆的な文献として、アジア経済研究所資料『発展途上国の環境問題と法.1(野村好弘編・経済
協力調査室No.51-2，1976)、同『発展途上国の公害法と規制基準.1(野村好弘編・経済協力調査室資料)、野村好弘「タ
イの環境問題と法」加藤一郎編「公害法の国際的展開.1344頁以下、 1982年、野村好弘「タイにおける環境法」環境法
研究15号226頁以下、 1982年、などがある。近年の動向を伝えるものとしては、小賀野晶一「最近のタイの環境問題と
法」ジュリスト934号、 116-117頁、 1989年、関荘一郎「タイの環境問題Jバンコク日本人商工会議所資本INo.182、1989
年、拙稿「アジア環境法・政策研究(1)ータイ環境法・政策の研究←」北見大学論集22号、 1989年、スニー・マリカ
マール(訳:小賀野晶一他)Iタイの工業開発と環境汚染に関する政策の動向」環境法研究20号、 191-204頁、 1992年な
どカ雪ある。
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1973年5月に、メークロン川のカンチャナブリ近隣の精糖工場の排水問題が、社会問題となり、タ
イ旭苛性ソーダなど日系企業の公害問題がとり吉たされ、それを契機として、環境監視のためのグルー
プが学者、学生、技術者を中心として形成され、一般市民への啓蒙活動を始めた。一方、第33期タノ
ム政権 (1972年12月-73年10月)は、環境に関する政策表明は行わなかったが、この聞に作成された
第三次国家経済社会開発計画の中に、環境政策に関する新しい方向を示した。 1973年10月、第34期サ
ンヤ政権 (1973年10月-74年5月)が学生革命によってできると、工業政策における工業汚染の防止
を強調し、環境面での改革を約束した。 1974年憲法は、リベラルな雰囲気の下で制定きれ、その後の
タイの環境政策の基本原則となる環境に関する三つの条文を組み入れた。すなわち、第77条は、国家
が環境の均衡と自然の美を保全すべきことを規定し、第78条では、自然資源の開発が自然保全の法則
に反しない方法で偲進きれなければならない旨を規定し、さらに第93条で、間家がすべての環境を清
潔に保ち、国民の健康と衛生に危険のある汚染を除去する旨を規定した。この1974年憲法の制定は、
大きく環境重視の方向に向かい、環境法の転換点となり、 1975年に国家環境質保全向上法
(Improvement and Conservation of National Environmental Quality Act of 1975)が制定された。
1976年憲法は、 1974年の環境条項を排除したが、 1978年12月に公布された現憲法によって1974年憲
法第78条及び第93条を第69条及び第65条として環境条項が復活した。 1981年に国家環境委員会
(National Environmental Board : NEB)は、環境保護と開発との積極的な調和理念を盛り込んだ「環
境に配慮した開発に関する政策及び対策」を環境保全施策の指針として取り纏め、閣議の;本認を得た。
この政策の目的は、環境保全と資源管理や社会経済開発とは密接な関係にあるとの認識に基づき、
天然資源や環境に対する損害を最小にしつつ、国民の生活の質に最大の利益をもたらすよう資源の有
効利用と社会経済開発を進めることにあるとされ、これが現在までのタイの環境政策の基本施策と
なっている。その法的基礎は、 1992年憲法の環境条項及ぴ国家環境質保全向上法にあるといえる。ま
た、個別の環境問題には個々の環境関連法が対応してきた。近年の環境管理言|画 (1999年-2006年)
は、 1998年6月にNEBにより承認され、関連政府部局と地方に対して環境面での履行指針の枠組と
して利用されるように宵報に告示された。これは、第8次回家経済社会開発計画 (1997年-2001年)
と第9次国家経済社会開発計画 (2002年-2006年)に反映されている。また、 2006年に策定された第
10次国家経済社会開発計画では、生物多様性を基礎とした発展と天然資源・自然環境の保全強化のた
めの戦略を打ち出している。現在、第11次国家経済社会開発計画 (2012-2016年)の策定が進行して
し、るO
(2)環境行政の組織・機構
1975年の国家環境質保全向 k法の制定により、総哩府の中に専任職員をもっ恒常的な委員会として、
閏家環境委員会 (NationalEnvironmental Board : NEB)及びその事務局として国家環境委員会事務局
(Ofice of National Environmental Board : ONEB)が設けられた。
NEBの任務として重要なものは、環境質に悪影響を及ぼす恐れのある政府機関、国営企業及び民間
部門による事業プロジェクトを検討し、その意見を内閣または当該政府機関に述べ、また、環境保全
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のための政策・計画の策定及びその実施のためのガイドラインにつきその意見そ述べることである。
ONEBはNEBの事務局であり、組織上は、 1979年の科学・技術・エネルギー省 (MSTE)の創設に
伴って、その外局となった。 ONEBの主たる機能と権限は、 NEBが環境政策を確立するのに必要な
調査を行い、データを収集して NEBを補佐する役割を負うとともに、環境質向上のためのガイドラ
インを策定するほか、政府機関、閏営企業、私的機関による公寄防止及び環境質保全の法律、規則及
び規制の履行若しくは遵守に関して、その効果を調査し、評価することである。このように ONEBが、
環境政策全般の企画、立案に当り、その施策の実施は各分野を所掌する関係各省庁に委ねられた。
1992年の環境保全法の制定に伴い、 NEBの組織の格上げにより強化が図られた。新NEBの計間立
案・運営にあたっては、科学技術・環境省 (MSTE)の環境政策計画庁 (Officeof Environmental Policy 
and Planning : OEPP)、公害規制局及び環境質推進局などがその機能を担当することになった。また、
環境保全法により創設された環境基金のための基金委員会 (FundCommittee)、汚染規制のための汚
染規制委員会 (PollutionControl Committee)などが新設された。環境保全法の下で、 OEPPは9つの
命令権限を所管しているが、特に、汚染者負担原則 (pPP)を基本原則とする環境基準の実施や環境改
善に向けての住民参加と住民意識の高揚を推進するための命令権限や都市の環境浄化や産業公害の規
制に用いられる環境基金の運営管理などが特筆される O
現在の行政機構は、第9次国家経済社会開発計画に沿った環境保全促進の実施指針によって、実行
可能で現状に即した行政機構に整序するため、 2002年10月、従来の科学技術環境省 (MOSTE)から天
然資源環境省 (MONRE)に組織替えしている。新たな天然資源環境省は、大臣官房の他、事務総局、
天然資源環境政策計画局 (ONEP)、地下水資源局、汚染規制局、資源質向上局、海洋・海岸資源局、
鉱物資源局、水資源局、自然公園・野生動植物局のl官房、 l庁8局からなる。また、環境アセスメ
ント業務は、 ONEPの環境影響評価室 (Officeof Environmental Impact Evaluation: OEIE)が担当し
ている O
(3)環境政策と環境管理
1981年の「環境に配慮した開発政策及び対策」による国家環境政策は、主として次の5つの指針か
らなっている。①汚染問題の原闘を規制するための方策は、矯正的な事後措置に代えて、天然資源と
自然環境の破壊を削減するための事前予防措置に優先順位を与えることに重点を置くこと。@政策形
成にあたって、社会経済開発と環境改善の双方の均衡を達成するような質的・量的配慮の統合化を試
みること。③環境への損害を最小限にするため、開発プロジェクトの環境影響は、プロジ、エクト準備
の初期の段階で考慮きれること。④困、地方等の各段階における行政機関の役割、権限及びその範囲
は、有効な政策の実施とその適切な調整を行ないうるように叙述すること。⑤一般公衆への環境認識
と広報活動の推進を図り、全土にわたる環境問題の防止と削減のための調査・研究を支援し、推進す
るためにガイドラインを作成するとと。
この国家環境政策による環境管理の領域は、ア.天然資源管理、イ.環境汚染規制、ウ.人口抑制と人
間居住、エ.自然及び文化的遺産の保全、オ.環境教育・訓練及ぴ環境認識の推進等の5つの柱であっ
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た。 ONEBの環境保全戦略は、主として直接的・短期的方策としての EIAの活用と長期的方策とし
ての環境保全計画や適正な環境質基準の設定であり、このうち、環境保全計画については、ソンクラ
湖流域、内湾地帯、ブーケット、自然保護地等令対象にして環境管理計画の推進プログラムが着手さ
れ、また、環境基準については、 ONEBの基準部局によって経済開発と環境保全の双方を両立しうる
最低限の環境基準の設定にむけて努力がなされた。
しかし、都市域における人口の増加と国家による開発計画の急激な推進は、地域社会、工業、観光、
交通輸送、貿易およびサーピスを拡大し、天然資源の需要を急速に増大させるととになった2。また、
天然資源と環境の管理・対策の非効率性は、資i原の有効利用の一方で、今日に至るまで環境を悪化さ
せ、著しい自然災害の発生を惹起するという矛盾の原因となった。例えば、生活上の土地不足解消の
ための森林伐採により、水不足が発生し、水資源の争奪が起こり、また、 2011年7月から発生した水
害問題もその一端とみることができる。このような環境への適切な管理を伴わない経済活動や都市化
の拡大によって、閏民の健康や衛生に悪影響をもたらす公害がもたらされた。その一端は、水質汚染、
大気汚染、騒音、騒棄物・廃棄物、有害物質や環境残留性の有機化学物質の処理問題にみることがで
きる。今日の環境管理の対応を以下に見てみよう 3
( 4)環境法の生成と発展
1992年の環境保全法は、環境NGO's、環境基金、汚染者負担原則など、積極的な新しい環境政策を
取り入れ、住民参加を促進するための権利規定などを採用した。
住民参加を推進するために、以下の個人的権利と義務を規定している。すなわち、①政府機関に対
して情報・データの開示を求め、入手する権利、②政府及び州の事業によって被った被害への補償及
び救済を受ける権利、③公害規制、自然保全条項の違反に対する請願及び苦情申立の権利、④環境質
の向上・保全に関する公務員の履行義務に協力・支接すること、⑤本法及びその他の法律の規定を厳
格に監視すること、などである。
次に、タイ法若しくは外国の法で法人格をもち環境保全活動に直接従事する非常利の非政府団体
(NGOs)には、政令に基づく手続き等により環境NGOsとして登録する権利を付与し、登録された
NGOsが困難な問題に置面した場合には、 NEBの勧告をうけて、環境大臣が援助を与えるよう関連行
政機関等に直接命令する権限を持っている。そのほか、登録NGOsは、環境基金委員会による活動支
援の補助金あるいは貸付を受け、 NEBを構成する私的部門の代表として推薦候補者となりうる資格
がある。
さらに、新たに大蔵大肢の所管する「環境基金Jが創設された。環境基金の財源の維持及び、支出は、
本法に基づいて大蔵省会計検奈院が担当する O 環境基金は、一定の目的と活動に支出され、基金の配
分やその手続き等は、基金委員会によって決定きれる。
2 拙稿 (1989)rアジア環境法政策研究(1) タイ環境法政策」北見大学論集22号、 p.99.
3 バンコク日本人商工会議所 (2003)タイ国経済概況、 pp.176-184. 
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また、環境法の基本原則の一つである汚染者負担原則は、新工場法にも適用されている。工場の操
業によって、環境汚染が発生し、またはその恐れがある場合、工業省は改善命令を発し、それに従わ
ないときは、工業省自身が改善措置を実施し、その費用を工場操業者に負担させるなどがその一例と
して挙げられる。
公害の規制や環境保全のために、①環境質基準及び排水・排出基準の設定、rJ:環境質管理計闘の策
定、③環境保全保護地域及び汚染規制地域の指定、④環境アセスメントの実施などが規定された。ま
ず、基準の設定については、 NEBが環境質基準を官報に告示する権限をもっO 環境質基準には、以下
の6項目が設定される O すなわち、水質基準(河川、運河、沼沢地、沼地、湖沼、貯水池及び個々の
河川流域または集水域ごとの用途に応じたその他の内陸水資源)、水質基準(海岸及び河口水域)、地
下水の水質基準、大気基準、騒音及び振動基準、その他の物質の環境質基準、などである。
まず、環境質基準は、科学的知見、原理原則、クライテリア及び関連証拠に基づき、経済的、社会
的及び技術的考慮の見地から当該基準の実行可能性を掛酌して設定される oNEBは、環境保全保護
地域、指定地域、汚染規制地域として指定された地域の保護のために、相当性があるとみなす場合、
設定された環境質基準よりもさらに厳しい特別基準 (specialstandards)を設定する権限をもっQ ま
た、 NEBは、設定された環境質基準を科学技術の進歩及び国内の経済社会状態の変化に照らして適切
に修正・改善する権限をもっO
次に、排水・排出基準の設定についてであるが、科学技術・環境大臣は、汚染規制委員会の助言と
NEBの本認に基づき、本法に定める環境質基準に適合するように、環境中への点源からの汚染物質及
びその他の廃棄物の排出、廃水の放流、汚染大気の排出に係る排水・排出基準を定める告示を官報に
発する権限をもっ。環境中への点源からの汚染物質及びその他の廃棄物の排出、廃水の放流、汚染大
気の排出に関して、本法以外のその他の法律によって基準が規定されている場合、その基準は、科学
技術・環境大臣が設定する排水・排出恭準と同様に厳しいものとし、その基準を関連法で効力を持ち
続けさせなければならない。しかし、その基準が排水・排出基準より厳しい場合には、その法律を所
管する政府官庁は、排水・排出基準に適合するように、その基準を改正しなければならない。また、
県知事は、汚染規制地域に適用される特定の排水・排出基準を設定し、官報に告示する権限をもち、
その基準は、設定された基準及び関連法の基準よりも厳しいものを設定できる。
また、環境質管理計画の策定については、環境質の保全・向上のための国家政策及び計画として、
NEBが策定する。科学技術・環境大臣は、 NEBの承認を得て、国家政策を履行するための「環境質管
理計画jと呼ばれる行動計画を策定する。この環境質管理計画は官報に公表される。この環境質管理
計画は、短期計画、中期計画、長期計画からなり、官報への公表後において、環境保護地域及び汚染
規制地域として指定された地域の県知事は、地方レベルの環境蛍管理計画を策定する責務を有し、
NEBに提出する責務を負う。
NEBに提出された県環境質管理計画は、当該地方の問題の重大性及び経済的、社会的、環境的条件
を掛酌しながら、環境質管理計画に明示された指針に従った一つの環境質統合管理システムを提案す
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るような計画となる。 NEBの優先的考慮が与えられるように県環境質管理計画は、中央)発水処理施
設または中央廃棄物投棄施設の建設または取得のため、基金からの予算的支出及ひ酒己分の見積りを提
案しなければならない。この予算的支出を伴う県環境質管現計画の承認にあたって、環境政策計画庁
は、この目的のための特別予算を確保するために、年間予算計画を作成し、県計画の蓄積を図り、そ
れを分析する責務を負う。
次に、③地域の指定は、(a)環境保全保護地域と (b)汚染規制地域とに大別される。
まず、国立公園及び野生生物保護地の区域内の保全・管理は、環境質管理計画に慕づき、それに加え
て関連法が適用される。関連法とは、野生動物保全保護法 (1960年)、国立公閣法(1961年)などであ
り、関係政府官庁では、自然公園、野生生物保護区及び鳥獣保護区を規制する王室林野庁、自然保護
の方策を含む包括的な都市計簡を所管する内務省、国家観光開発計画の策定により、向然資源の保全
に関与するタイ観光公社などによって所管される。
この保全地域に指定される地域とは、ア)分水嶺の特性をもっ地域、イ)一般的に他の地域と異な
る稀少自然生態系の特性をもっ地域、ウ)人間活動の影響や環境影響を被りやすい脆弱な生態系を自
然に構成する地域、エ)その自然的、審美的価値またはアメヱティにより保全すべき価値をもっ地域、
などである。科学技術環境大臣は、 NEBの助言により、これらの地域を環境保全地域として指定し保
全対策を含む政令を発する権限をもっO
また、 (b)汚染規制地域の指定とは、ある地方が汚染問題によって環境影響を被り、住民に健康被
害を引き起こし、環境質に悪影響を及ぼすような傾向が明らかな場合、 NEBが汚染を規制し、削減し、
除去するために当該地域を汚染規制地域として指定し、官報に告示するというものである。この指定
された汚染規制地域の地方行政官は、環境質管理地方計画の中に取り込むため、当該地域の汚染を削
減するための計画を準備し、提出しなければならない。その際、関連法が適用される保全地域、都市
田園上位計画地域、都市田園特別計画地域、建築規制地域、工業立地地域、または本法によって指定
された汚染規制地域の指定のある地域であっても、当該地域が即時の保全活動を必要とし、しかも明
確な法的権限の欠落によって当該状態を是正する対策を所管庁が講じられないことにより悪影響を被
るとみなされる場合、当該地域の問題解決のため、科学技術・環境大臣は、 NEBの承認を得て、必要
かっ適切な保護対策を講ずるよう内閣に提案しなければならない。
内閣(権限機関)が必要と認める場合、科学技術・環境大臣は、地域の範囲、詳細な保護対策、対
策期間などを官報で告示する。
重要な環境関連法として、 1969年の工場法 (75年、 79年改正)があり、これまマ工業省が告示等で
工場排水等の規制そ実摘してきた。この法律は、半業開発を促進する目的で制定されたもので、規制
の根拠も明確ではなかったが、環境保全法の制定と相倹って、全面的に見直され、 1992年4月、旧法
が廃止され、新工場法 (1992年4月9日公布)4が制定されている。新工場法では、工場の設置認可、
4 飯田順三「海外法律情報タイ新工場法の制定Jジュリスト1016号93貰参照
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工業地域の設定及び工場操業の官援・管理を定め、その権限を工業省に付与している。また、工場操
業が環境悪化をもたらさないように廃棄物管理等の基準や方法を決定する権限を工業省に認めてい
る。なお、 2005年の産業廃棄物の処理に関する工業省告示により、 1992年工場法に基づき、公布され
ていた産業廃棄物の処理に関する工業省告示第6号 (1997年)及び工業省告示第1号 (1998年)、 2004
年産業廃棄物の処理に関する工業省告示(追加)等は廃止され、新たなものが告示されている。
(5)生物多様性保全と湿地管理
湿地の管理と保全に閲しては、関係官庁がそれぞれ異なる観点から対応しているため、その調整問
題が懸案事項である。例えば、森林資源の保全に闘しては王室林野庁 (RFD)、混地の漁業資源の持続
的利用に関しては漁業省 (DOF)が所管しているといった類である。異なる省庁による湿地管理の努
力は、協力関係の欠知といった問題を引き起こす。それによって、行政庁聞の組織的な調整と湿地の
保全・持続的利用の調整業務の管理左に観簡を来す判能性が大きい。この問題に深い関心と認識を持
つ王室林野庁は、多様な行政庁聞の調整のため、湿地管理合同会合を1992年に2回開催し、その会合
の結果、国家環境委員会 (NEB)の下に湿地管理国家委員会を設置することを決定した。その事務局
は環境政策計画庁 (OEPP)が所管することとなった。 1994年に国家湿地政策のドラフトが策定され、
1995年に最終案が出されたに多くの湿地は、湿地の保全と持続的利用に関する地域住民の理解不足
と湿地保護区がないこともあって、濫開発が進行している。一方、開発から湿地を保全するために訴
訟が提起され、係争中の事案もあるという。一般的にいうと、現存の湿地の再生と保全計画は効果的
な運営のための充分な支援と財政的裏付けがないのが現状であろう。なお、その他の点として、
OEPP は、湿地保全に向けてトレーニングコースを設け、政府行政機関の職員、 NGOs、地域住民を対
象により理解を進める対応を講じ始めているが、その財源確保も課題となっている。
湿地に関しては、改正された野生生物保存法に基づき、 23の湿地が非狩猟地域に指定された。この
改正法は、新環境保全法の第44条を根拠に、これらの環境保護地域における特定の行為を厳格に禁止
するものであるヘ環境保護地域におけるすべての開発行為や商業活動は、各々のプロビンスが策定
する環境管理計画 (EQMP)に合致することが要件となり、その計画はNEBに承認されて初めて聞家
政策となる O しかし、 OEPPの4大優先環境保護地域7に関するこれまでの経験では、この立法を履
行する上での困難性も明らかになった80
5 Schwann Tunhikorn: Management of Biodiversity of Wetland in Thailand， Public Awareness of Biodiversity in 
W巴tlandin Asia， 195， p97.なお、この論文所収の報告書(J;)'下、 PublicA warenessという)は、ラムサー ル七ンター
が194年にインドネシア及びタイで開催したワークショップを取りまとめたものである。
6 タイの保護地域 (Protectedarea)には、国立公園、野生生物保護区、森林公園、非狩猟地域があり、国土面積の12，8
パー セントを占めている。この非狩猟地域は、野生生物保護区と異なり、指定の規模が比較的小さく、漁業やレクレー
シヨン、ツーリズムは→般に禁止されていない。現在、 48地域、その規模商積は0.08~457平方キロメートルの純阿に
あり、凶土面積の0.8パー セントを占めている。
7 4大優先環境保護地域とは、プー ケット (Phuket)、パタヤ (Pattaya)、フィフイ (PhiPhi)、ソンクラ (Songkla)
で、いずれも海岸地域に位置している。
-233 
第52巻第1号 2013年10月
1.2 タイにおける環境アセスメン卜の現状と課題
(1)タイの環境アセスメント制度
アセスメント制度は、 1975年法を一部改正し、 1979年に導入された 90 1975年法は、 1992年に
NEQAとして全面改正された10。また、先にふれたように従来からその弱体性が指摘されていた環境
行政組織を抜本的に見直し、大気、水質、廃棄物などの汚染防除施設の建設・運営への貸付等に用い
られる環境基金を創設し、さらに、汚染負担者の原則と厳格責任の原則を導入し、違反者に対する罰
則の強化を図った11
また、 NEQAは、国家環境委員会 (NationalEnvironmental Board: NEB)に対し、国の環境保全政
策の策定権限を付与し、それに従い、 1996年11月に閣議決定により、環境保全政策が策定された。こ
の政策は、 1997年から2016年の20年間における国家環境管理指針の全体的な枠組として活用されるも
のである。その他にも、 NEQAでは、国のこの環境保全政策を実行に移すため、期限を付した環境管
理計画を策定するよう定めた。
ア) NEQAと環境アセスメント
NEQAは、現在のタイ環境法の中核をなしている O 環境アセスメントは、 1981年科学技術エネル
ギー省告示により具体的な対象事業が公示され、実施されてきたところであるが、 NEQAにより全面
的に改正され、新たに標準アセスメントや専門家委員会 (ExpertReview Committee: ERC)の審査等
が加わった。環境アセスメントの根拠法規は、 NEQAであり、直接関係する組織部局としては、 NEB
及びONEPである。天然資源環境大臣(以下、環境大臣という)は、 NEBの承認を得て、事業者(政
府官庁、国営事業、民間)が環境アセスメントを実施すべき事業・活動(以下、事業という)の類型
及び規模を官報に告示し、特定する権限をもっ。その告示には、個々の事業の類型・規模ごとに環境
影響評価書を準備すべき手続、規則、手法及び指針が定められている O 対象事業規模については、こ
れまで環境省の告示のものがあったが、その見陳しがなされた。また、 NEQAに基づかず、森林保護
地域における事業については、 EIAもしくはIEEの報告書を求められる事業がある。その場合には、
EIA報告書を要求される事業12、IEE報告書を袈求される事業13、EI(Environmental Information)報
8 例えば、プーケット環境保護地域の湿地保全問題を例に挙げることができる。 193年に王箆濯概庁がこの湿地の中
に、 12.32ヘクタールの貯水池プロジェクトの許可を申請した。プーケットに最後に残るこの原始湿地の破壊に関心
を持つNGOsや地域住民はこの計画に反対し、プロジェクトの便益を受ける地域の住民は推進に賛成であった。陳情
が政府になされてから、アドホック委員会が現地調査を行い、勧告をすることを命じられた。 192年に公布された
MOSTEの通達では、プーケットの環境保護地域の湿地を破壊から阻止することはできない。環境保護地域立法の風
穴を塞ぐには、この通達の修正が必要となっている。とのプロジ、J'_クトは、暫定的に棚上げになったが、地域住民や
NGOsの反対運動は織烈なものがあった。
9 タイの環境アセスメント制度の紹介として、前掲小賀野論文、具体的実例について検討したものとして、拙稿「開発
援助における環境配慮J北見大学論集25号、 191年、 6-71頁などを参照されたい。
10拙稿 (205)rアジア諸問の公害規制とエンフォースメント』アジア経済研究所，p.93-125.
1 拙著 (201)r環境アセスメント法に関する総合的研究.1pp.174-183. 
12 EIAを要件とする対象事業は、①ダム、貯水池、濯概施設(建設費が二億パーツを超えるもの)、②畜殺場、③廃棄
物処理場・有害廃棄物処理場、告発電所からの高圧送電線(通常は発電プロジェクトの一部となる)、⑤小規模水力発
電所(貯水池を伴い、二億パーツを超えるもの)、⑥製造プロセスを持っその他の事業、などである。
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告書を要求される事業14の三通りがある。このうち、前二者についてのアセスメント手続は、 NEQA
による手続と同様である15)。
イ) 標準アセスメント
特定の類型・規模に係る事業のアセスメントを行なう場合、または、特定地域において当該事業の
ための立地選定を行なう場合には、そのアセスメントは、問類型・規模または類似の地域特性をもっ
地域での事業の立地j鑑定に対して適用可能な標準アセスメント (standardassessment)として利用す
ることができる16。その場合には、環境大臣は、 NEBの承認を得て、同ーまたは類似の事業の環境ア
セスメント要件を免除することを官報に告示できる。一方、事業者は、環境大臣の特定する規則及び
手法に従って、当該事業のアセスメント基準として適用可能な環境影響評価書に記載された種々の対
策に従うことに同意を表明しなければならない。
ウ)環境アセスメントの対象及び手続
環境アセスメントの準備を要求される事業とは、政令の告示による規模と類型の事業であり、政府
官庁、国営事業または民間の行う事業である。これらの事業者は、承認を得るために環境アセスメン
トの報告書を準備することが必要である。当該事業に責任をもっ政府官庁、国営事業は、当該事業の
フィージピリティ調査の段階で環境影響評価書を準備する責務がある。
その評価書は、審査・検討のために NEBに提出され、 NEBのコメントを付して、さらに内閣の認
可を得るために提出される。提出された評価書の認可の検討に際して、内閣は、当該検討に係る調査
研究や意見を求めるために環境アセスメントの専門家、専門機関を要請することができる。内閣の認
可を必要としない政府官庁及び国営事業などの事業の場合には、当該事業に責任をもっ政府官庁、国
営事業は、認可を得るため、第48条及び第49条に規定された規則と手続に従って当該事業の着手前に、
環境影響評価書を準備・提出しなければならない。個別法によって環境アセスメントの準備を要求さ
れる事業の場合、許可を申請しようとする者は、環境影響評価書を当該法律の許可権者及びONEPに
同時に提出する責務を有する。対象事業によっては、その提出された評価書は、環境大臣の定める規
則及び手続に従って、初期環境調査 Gnitialenvironmental examination:IEE)の形態をとることができ
る。
13 IEEを要件とする事業は、①ダム、貯水池、瀧瓶施設(建設資が五千万パーツ~二億パーツあるいは工期が一年を超
えるもの)、②新規に保議地域を通過する高速道路、③新規に保護地域を通過する高圧送電線、④5キロ以上保護地域
を通過するパイプライン、⑤小規模水力発電所(貯水池または堪を伴い、建設費が五千万パーツ~二億パーツのもの)、
⑥農業用堰、⑦森林再生、農村集落の植林事業、などである。
14 日報告書を要件とする事業とは、①ダム、貯水池、灘概施設(建設費が五千万パーツ以下あるいは工期が一年を超
えないもの)、②寺院、学校、病院、政府機関施設(製造プロ七スを伴わないもの)、③5キロ以下保護地域を通過する
パイプライン、④既存の道路に沿って建設される送電線、⑤小規模水力発電所(貯水池または堰を伴い、建設費が五千
万パーツ以下のもの)、⑤新規に保護地域を通過する既存の道路の改修・補修、⑦既存の送電線の改修、③高圧送電線・
水力発電所、あらゆる規模の射水池・火力発電所の建設に伴う調査やリグナイト採掘に伴う調査、などである。
15 Terri Mottershead (2002) Environm巴ntalLaw and Enforc巴m日ntin the Asia-Pacific Rim. Sweet & Maxwell Asia. 
pp487-51O. 
16 拙稿 (2004)rタイの公害規制とエンフォースメント」法律論議第77巻第2・3合併号、 pp.189…221
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エ) ONEPの審査手続
ONEPは、提出された環境影響評価書及び関連報告書を検討しなければならない。提出された評価
書について、特定された規則及び手続に正確に準拠していない場合や付属の報告書及びデータが不正
確なことが明らかになった場合には、 ONEPは、当該評価書の受理日から15日以内に評価書の提出者
である許可申請者に、その旨を通達しなければならない。法的な許認可権者は、環境影響評価書の審
査関係の検討の結果を ONEPから通達されるまで、当該事業の許可を留保しなければならない。
オ)専門家委員会の審査手続
提出された評価書及ぴ関連報告書がともに適切に作成され、必要なデータが完備され、または適切
な修正ないし変更がなされていることが明らかになった場合には、 ONEPは、予備意見の付された評
価書が更なる検討のために専門家委員会へ回付するために当該評価書の受理日から30日以内に評価書
について審査をし、予備意見を付さなければならない。
ERCの委員の任命は、 NEBの定める規則及ぴ手続によってなされる。 ERCは、関連学問分野の諸
領域で資格または専門性をもっ専門家 (NGO'sの代表も含まれる)で構成されるが、事業の許認可の
所管庁またはその代表者が委員に含まれる。
ERCによる審査・検討は、 ONEPから環境影響評価書を受理した日から45日以内に行なわなければ
ならない。その期間内に審査・検討の結論が出されない場合には、その評価書は承認されたものとみ
なされる。
ERCが評価書を承認または承認されたものとみなされた場合には、許認可権をもっ官吏は申請者
に許可を適宜に与えなければならない。
ERCが評価書の承認を否定した場合には、許認可権者は申請者がERCの指示により定められたガ
イドライン及び
当該許可を留保しなけれぱならなUい、~。
当該申請者が修正または完全に再作成された環境影響評価書を再提出した場合には、 ERCは再提
出の評価書を受理した日から30日以内に審査し、その検討の結論を出さなければならない。その期間
内に審査・検討の結論が出されない場合には、その評価書は承認されたものとみなされ、許認可権を
もっ官吏は申請者に許可を適宜に与えなければならない。
環境大臣は相当性があるとみなす場合には、告示により特定された類型及び規模の事業であっても、
許可申請に適合するものと同じ手続によって当該事業の許可の更新がなされる申請の場合にもかかわ
らず、また環境影響評価書の提出が必要であることを官報に告示を出すことができる。
環境影響評価書の審査・検討及び場所の審査が適切とみなされるために、 ERCまたはERCから任
命された法的資格をもっ官吏は評価書に特定された事業の場所を審査する権限を与えられねばならな
し、。
ERCが、環境影響評価書を承認した場合、許認可権または許可の更新の権限をもっ官吏は、環境影
響評価書に提案されたすべての緩和対策を許可又は更新の条件として明記しなければならない。
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カ)環境アセスメント専門家の資格付与
環境大臣は、 NEBの承認を得て、環境影響評価書について、環境アセスメントの専門家としての免
許をもっ者によって準備または請負を命ずることができる。環境影響評価書の準備に適格性をもっ専
門家の資格証明、免許の申請及ぴ発行、被免許者の業務の管理、免許の更新、免許の代わりの証明書
の発行、免許の停止または取消、免許の申請及び発行に係る費用の納付等は、政令によって規定され
た規則、手続及び条件に従わなければならない。
(2) EIAの新しいアプローチ
タイの環境アセスメント・システムは、基本的には、以上に述べた手続によって行われるが、 2003
年5月から EIAプロセスを再構築することについて、 MONREが承認し、 EIAプロセスの再構築に
着手することになった。これにより、以下に掲げるように新たに環境アセスメント・システムの中に
公衆参加プロセスが明確に導入されることになった。参加の機会については、スクリーヱング、スコー
ピング、準備書、 EIA審査、意思決定、モニタリングの各段階で公衆参加が確保される。以下にその
要点を掲げる O
① 新たな EIAシステムは、初期環境調査 (IEE)、環境影響評価 (EIA)、事後環境影響評価 (pωt
EIA)、戦略的環境影響評価 (SEA)、の4つからなる。
② EIAの提出を義務付けられる対象事業の規模要件等の改善
③ EIAシステムへの外部意見を統合するアプローチの調査
④ モニタリングシステムの効率性の観点からの改善
⑤ EIA評価基金及びEIAモニタリング基金の創設等の支援システム
⑥ EIAプロセスにおける公衆参加
⑦ 現行のEIAシステムの調整
(3)課題と対応方向
現行システムについては、いくつかの調整が必要となっている。
まず、対象事業のスクリーニングについてであるが、EIA報告書を要件とする対象事業は、告示によっ
て対象事業リストが明示されている。しかし、今回の見直しで除外されたものもある O つぎに、スコー
ピングについては、 EIAを準備するコンサルタントが、 ONEPのスコーピングに闘するガイドライン
を用いるというスコーピング段階がない。広範な調交による膨大な報告書が常に見られるが、公衆の
関心事を射程に入れていない。準備書では、 EIA報告書は、事業者に雇用され、 ONEPに登録された
コンサルタント会社によって準備されるが、信頼性に欠くという印象を与えている。評価の段階で、
ONEPとTRCは、 EIA審査に対応している。しかし、 ONEPスタッフの経験、 TRCの委員に対する
適正な報酬の不足が障害になっている。また、 TRCのメンバーとなっている NGO'sの代表者を除く
と、公衆の関与がない。意思決定において、政府機関や問営合業の事業は、内閣が最終的に意思決定
を行っている。許認河今官庁は、民間企業の事業の意思決定を行っている。許認可背庁は、 TRCがEIA
報告書を是認した後に実施のための許可を付与することができる。そのため、 EIA報告書に提案され
??? ???
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た緩和対策は、法を統治する力のおかげで記述されたものとみなされている。また、モニタリング認
可を付与する許認可官庁は、 EIAのモニタリングに闘する権限を有している。許認可官庁によるエン
フォースメントは、 EIAの有効性の面で問題があると指摘されている170
2 インドネシアにおける環境問題と環境法
2.1 環境法の現状と課題
(1)環境立法の沿革
インドネシアの立法は、独立以前はアダ、ツトなどの土着の慣習に加え、 1602年以来のオランダ支配
の下で、オランダ法の影響が強く、独立以降は、アメリカ法の影響を受けているといわれている。し
かし、 1945年に制定されたインドネシア共和国憲法の過渡規定二条において、オランダ統治時代に施
行されていた法令は、独立後の法令によって改廃きれない限り有効であるとしたため、現桂も、オラ
ンダ統治時代の法律が多々存在する。このような経緯から、インドネシアの環境立法は、オランダ統
治時代と独立宣言以降のそれに大別できるが、ここでは、紙帽の関係から最近の動きを取り上げる180
1982年5月11日、その後の環境立法の根拠法となる環境管理法が制定された。この環境管理法は、
①国民の良好かっ健全な環境を享受する権利及ぴそれを保全する義務、②汚染者費用負担及び無過失
賠償責任、③開発計画の環境影響評価、④公害防止に経済的手法の利用、⑤環境保全に関する許可制
度、⑥公衆参加、など環境保全に関する新しい基本原則を打ち出している。ただし、環境規制及び管
理関連の多くの法律や規則は、この法律の制定以前ということもあり、同法の第23条で「この法律が
施行される時に、生活環境にかかわるすべての他の規則は、本法に抵触しない限り有効とする」とい
う規定を置いている O
また、環境管理法のアセスメント規定に基づき、 1985年に、住宅事業大臣による「投資金業のため
の環境汚染規制手続Jの規則、 1986年には、「環境影響評価に関する1986年第29号政令 (Government
Regulation) J及び「環境影響許価に関する1986年第29号政令の執行に関する一般的ガイドライン」が
公布された。さらに1987年6月に「環境影響評価に関する1986年第29号政令の執行命令 (Ministerial
Decree) Jが出されるなど、環境アセスメントの具体的な事項については、後述するように急速に制度
的な整備が図られている。
17 前掲拙稿 (2004)pp. 220ω221 
18 インドネシアの環境法に関する:文献として、 T・カリメデイン(谷口安平[訳])(1976) I国民の窓識の際成ーインド
ネシア報告一」環境法研究6号、 pp.68-90、宮本忠 (1982)Iインドネシアの環境問題」環境法研究15号、 pp.48-60、
熊本信夫・小賀野晶一 (1986)ASEAN諸国における環境法制の概要とその背景」公害と対策第22巻1号、拙稿 (1990)
「アジア環境法・政策研究Eーインドネシア環境法・政策の研究一J北見大学論集第23号、 pp.169-190などがある。ま
た、エックス都市研究所「開発途上国環境保全計画策定支援調査J[インドネシア国](1991)が、インドネシアの環境
プロファイルに資するものとして作成され、その第6章では「環境保護・汚染対策に関わる制度と施策展開の実態」
(pp.399-442)を取り上げるほか、ジャカルタ・ジャパンクラブ法人部会(1993)rインドネシア・ハンドブックJ
1991/92年版の第1章に「環境保全J(早瀬隆司執筆)などが初期の研究成果としてあげられる。
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なお、この執行命令は、「重大な環境の規定に関する指令」、「環境影響評価の作成に関する指令J、
「環境影響における評価調査の作成に関する指令J、「環境影響の評価調査の作成期限に関する指令」、
「委員会委員の構成と委員会の作業手続に関する指令」等であり、その内容は、後述する。
(2)環境汚染の法規制
インドネシアにおける環境汚染は、急激な発展を続ける都市及びその近郊地域におけるもので、特
に生活環境問題が大きい。環境汚染の主たる発生源を分類すると、①産業部門(工場)、②農業部門、
③交通・輸送部門、④人間居住関係(家庭廃棄物)等がある。産業部門の規模はまだ小さいといえる
が、人口密集地域の周辺に立地する産業(工場)による産業汚染の影響は、すでに重大なものになっ
ている。特に、水質汚濁の影響に政府は、大きな関心を払っている。規制にあたってのガイドライン
となる、いわゆる環境基準は、水質汚濁に係る基準(水質環境基準及ぴ排水基準)と大気汚染に係る
基準(大気環境基準及び排出基準)とが現在のところ設定されている。
まず、水質保全対策としては、これまで、 1974年の水資源開発法に基づき、水質クライテリア及び
値を設定する水質規制規則(案)が示されてきたが、新たに河川や海域の水質の現状や利水目的等か
ら定められる水質環境基準が設定されている。陸水(地下水を除く)については、 1990年第20号政令
(1990 regarding the Control ofWat町 Polution)で利水用途に対応した四類型 (A:飲用、 B:処理飲
用、 C:水産・家畜用、 D:農工・水力発電用)が設定され、海水については、 1988年人口環境大臣
執行命令 (No2/MENKLH198)によって利水用途に応じて6類型が定められている。一方、排水基
準については、 1988年人口環境大臣執行命令により、全ての業種にー律の基準値が設定されていたが、
1991年2月、適用可能な技術水準 (BPM)を前提とした新たな排水基準値が公布されている。業種ご
とにBOD、COD、TSS、pHなどの18項目が、製造量当たりの汚濁負荷量として設定されている。
また、緊急的な河川浄化を目的として、特に利水上、重要性の高い河川を対象に、そのモニタリン
グ及ぴ工場への立入強化を含むインドネシア河川浄化計画 (PROKASIH)が、 1989年より推進されて
おり、現在、全国1州24河川が対象となっている。
次に、大気環境基準及び排出基準は、 1988年の人口環境大臣告示により定められている。大気の環
境基準は、 8つの物質 (S02、CO、NOx、03、Pb、H2S、NH3など)について基準値が設定されてい
るが、水質のように類型の区分はなされず、これらの値を指針として地域ごとの大気質データを勘案
して基準値が定められる。たとえば、S02は、O.lOppm(1時間値)であるが、ジャカルタでは0.02ppm、
N02の場合では、ジャカルタでは基準値と同じ0.05ppmとする。なお、この地域ごとの大気質デ}タ
は、 KLHが1992年半ばまでに準備し、明らかにするとされている。排出基準は、 NOxなど19物質につ
いてABCの3段階で設定されており、地域の環境状況、環境の目標値を勘案して地域ごとに定めら
れ、規制対象は、工場・事業場等の点源汚染に限定されている。しかし、非点源汚染の自動車排ガス
対策について、型式承認制度が導入され、新型車の製造段階での排ガス規制が開始されている。
(3)生物多様性と湿地管理法
インドネシアは、 13.700以上の群鳥で構成され、国土面積 (70万凶)のうち、陸域面積 (202万krl)、
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領域 (310万knl)、経済水域 (270万knl)から判断されるように、その75パーセントは海域で占められ、
8万l千キロメートルにわたる海岸線を有している。湿地を構成するのは、サンゴ礁、海浜、潮混地、
海藻床、マングロープ、干潟、デルタ地帯などからなる沿岸部生態系であり、そこは、極めて多様な
生態系を内包している。
この地域における湿地生態系の代表的なものとしてマングロープがあげられる。マングロープの面
積は、 Gomez (1980) の数値によれば19 ， 360万 ha であるが、 380万~420万 ha (Soemodihardjo， 1989) 
との数値もある20。その7割は、イリアンジャヤ (IrianJ aya)にあるといえる。マングロープの利用
は、従来の小規模利用(水路や入江でのエピ・カニ漁)から、近年、商業的大規模利用(木材チップ・
燃料材・養殖業)に移行しつつあり、この傾向は、スマトラ、カリマンタン地域で顕著である。また、
人口10万以上の都市の75%は、沿岸部に位置しており、人口の急増に対応した移住計画に基づく開発
によって宅地化・農地化が進められ、その影響による湿地の減少も少なくない。次に、 1988年までの
移住計画によって開発された湿地面積等の総計は、 127万ヘクタールである210そのうち、潮間帯の湿
地が63パーセントで多くの部分を占め、残りの37パーセントは沿岸部以外の非潮間帯の湿地である。
本来、マングロープ地域は、農業生産には不適であるが、政府の補助金奨励策によるココナッツ・
プランテーション開発が推進されており、さらに稲作などによる小区画の農地への転用がみられる。
このように、漁業、塩水地での魚類養殖、農地転用、住宅地・工業用地、木材・パルフ。材・燃料材と
して利用されている。また、河口域は、通常マングロープ林に覆われ、所によっては養殖用塩水地と
なっている。デルタ地帯は、スマトラや南カリスマンタンの河口域に広がっている。
1991年現在、指定されている自然保護区域は、 333ケ所、 1500万ha、国立公園の指定は、 24地域、 670
万haとなっている22 その多くが、森林であるが、湿地生態系も含まれている。また、海洋部には、
海洋国立公園と海洋自然保護区域の指定がなされており、 10， o 13krlとなっている。このなかには海岸
沿岸部に広がる湿地生態系も含まれている。インドネシアの湿地面積は、 35， OOOknlあるとされてい
る23。林業省自然保護局 (PHPA)は、 AsianWetlandBureau (AWB)や世界自然保護基金 (WWF)
との協力により、湿地リストづくりを展開しており、これまでに230カ所にわたる湿地のリストが作成
されている。また、湿地の自然保護区域の指定が拡大されつつある。
この湿地やサンゴ礁、マングロープ等の沿岸自然保護区域の選定や指定をする法的権限は、 PHPA
が所管している。 PHPAの所掌事務として、自然保護区域の設定・指定のほか、環境アセスメント、
野生生物の保護を担当している。林業省は、環境保全の観点から、 FAOの協力を得て1990年にアク
19 E.D.Gomez (1980) The Present State of Mangrove Ecosystems in Southwast Asia and the Impact of Pollution， 
FAO/UNEP Publication No. SCS/80/WP/94. 
20 S. Soemodihardjo & I. Soeriaregara (1989) The Status of Mangrove Forestsin Indonesia， BIOTROP Special 
Publication N 0 . 37. 
21 FA0(1990) Situation and Outlook of the Forestry Sector in Indonesia. Vol.2 Forest resource base . 
22 Depertment of Information， Indonesia (1992) An Official Handbook，p190. 
23 Asian Wetland Bureau (1990) 
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ション・プロポーザル(林業と森林状態の改善)を作成している24。湿地に関しては、「持続的な保護
活動を行いうる態勢が確立されるまでは、沿岸部の森林、マングロープ、ピ}ト沼地(泥炭湿地)に
は特に保護を設ける。」とされている。また、マングロープの管理にあたっては、農業省(沿岸漁業)、
生活省(土地利用)、人口環境省などが関与している。
一般的に、管理手法としては、造林事業、行為等の規制や許可制をとっている。造林事業における
規制内容及ぴ保全修復対策としては以下があげられる。
①森林伐採には、一般的に許可が必要である。特に、マングロープの商業的伐採は規制されている。
海岸地域の場合には、沿岸から沖合方向に向かつて50メートル帽で、河川地域の場合には、川岸から
10メートル幅で保護区域として原生状態(手をつけない部分)を維持しなければならない。
②マングロ}プの保護は、主として自然保護区域内で行われ、沿岸にグリーンベルトとして残され
ている。このグリーンベルトの幅については、 1984年に農業省と林業省との取り決めにより200メー
トル以上とするよう決められている。
以上のように、湿地の保全に関して保全計画を策定し、計画的な対応がなされつつある。しかし、
一方、湿地の多くの部分が調査されずに残っており、保護の必要性や持続的開発の可能性に関する情
報も不足しているのが実情である。そこで、 AWBは、 PHPAを支援するため協力して情報収集に努
めており、保全計画の策定にはWWFとの緊密な連携態勢を強化するような施策を講じている。
2.2 インドネシアの環境行政と法制度
(1)インドネシアの環境行政機構
国レベルでの環境行政としては、 1993年、環境政策に関する独立した省として環境省 (MENLH)が
設置され、 1994年には環境管理庁 (BAPEDAL)が大統領直属の環境行政の実施機関となった。これ
によって、環境省が環境問題に対する政策の企画立案などの調整機能を果たし、環境管理庁
(BAPEDAL)が具体的な環境保全対策や公害対策を実施する仕組みが整備された25。しかし、 2000年
に環境管理庁 (BAPEDAL)は環境省 (MENLH)に吸収され、その結果環境管理業務は地方分権化の
動きに伴い、各地方政府の下にある地方環境管理局 (BPLHD)に移管された。なおジャカルタ首都圏
で実施されるプロジ、エクトは、ジャカルタ特別首都圏環境管理局 (BPLHDDKI J akarta)の所管であ
るが、環境保全に関する具体的な実施及び規制の権限は、個々の省庁に細分化されている。
また、地方レベルでの環境行政は、人口・環境監督署 (BKLH)、地方投資調整局 (RICB)、地方開
発計画局 (RDPB)、地方官庁の部署、環境調査センター及びコンサルタント等の機関などが関係し、
それぞれの所掌事務の範囲内での役割を果してきたといえるが、今後は、 BAPEDALの地方組織であ
るBAPEDALDAが、地方環境行政の中心的役割を担っている。
24 R.E. Metzger， etal， (1990) Aproposed Forest Land Useand Management Planning System for lndonesia， Ministry 
of Forestry/FAO. 
25 拙稿 (1990)['アジア環境法政策研究 (I)ーインドネシア環境法政策」北見大学論集23号、 pp.169-180
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(2)環境法の展開
1980年代では、国家政策の基盤として、生態系に配慮する開発政策 (Eco-Development Policy)を
採用し、また、 1982年には生活環境管理法 (BasicProvision for the Management of the Living 
Environment、法第4号、以下、環境管理法という)を制定し、環境アセスメント制度を導入した。こ
のように法律及ぴ政策の岡田からのアプローチによって、統合化された国家環境政策の構築に向けて、
第一歩を踏みだした。 1980年代後半における環境アセスメント制度を中心とする一連の政令による法
的整備は、この方向で進展していることを示すものであった。 1982年の環境管理法の制定以降、 1984
年工業法、 1985年漁業法、 1986年環境影響評価に関する政令、 1988年環境基準の設定に関する人口環
境大臣命令などが制定された。このうち、1988年環境基準の設定に関する人口環境大臣命令に基づき、
海域環境基準は、沿岸域管理 (CoastalZone Managernent)の一環として改正を図。た。湿地を含む沿
岸海洋環境の保全管理には、関係省庁の連絡調整に人口環境省 (KLH)が、政策技術的な調査は科学
技術省が、その他の資源開発は工業・エネルギー省、農業省、林業省、公共事業がそれぞれ所管した。
その後、環境法については、 1997年に1982年環境管理法が改正され、新たに事業活動に対する環境規
制の強化や罰則の強化、紛争処理に関する規定の追加、住民の環境情報にアクセスする権利の規定な
どが導入された。その後、 2009年に新環境管理法(法第32号)が制定され、環境部局の権限や罰則等
の強化が図られた。また、 2008年に廃棄物管理法が制定されている。
(3)環境基準と排出基準
環境基準としては、大気質、水質及び騒音・振動について設定されている。大気汚染の防止を目的
した基準としては、 1998年の環境大臣令(第2号)により全国一律の大気環境基準が設定された。水
質環境基準は、「水質汚濁の防‘止に関する政令J(1990年)に、陸水の水質環境基準が定められた。騒
音基準は、土地利用及び活動地域ごとに設定され、振動基準は、建築物に対する変位と速度により設
定されている。
一方、排ガス及び
て、 5種類について設定された26。また、企業活動に直接関る排水基準については、 1995年に制定され
た「産業排水の基準に関する環境担当国務大臣令第51号Jにより21種類の事業が規定されている。ま
た、地方自治体による工場排水の規制がなされている。
また、有害廃棄物の処理は、有害廃棄物の管理に関する政令(政令第四号，1994)で規定されている。
法規制の対象になっている有害、有毒、危険を表す三つのインドネシア語の頭文字で1B3Jと呼ばれ
る有害物質に指定された廃棄物については、法律で水中、土壌、大気中への直接投棄が禁止されてい
る。また工場から排出される iB3J廃棄物は、認可された有害廃棄物処理業者に処理の委託が義務付
けられている。
(4 )自然保護法制
26 製鉄業、紙・パルプ製造業、セメントプラント、石炭火力発電及びその他の全産業である O
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国家政策大綱 (GBHN)に基づき、第5次5カ年計画の基本理念のlつとして、自然資源及び生活環
境の管理を掲げ、これらの調査・評価及び自然環境配置計画の策定を基本政策としてあげている270
特に自然生態系については、国土の20%を残すよう計画している。湿地生態系の保全に関連する施策
としは、①生物学的多様性の維持のための貴重動植物の保護、②サンゴ、海藻、マングロ}ブなどの
貴重植生の保護、③開発事業による生態系への影響の保護、④森林保護による自然水系の維持、⑤地
下水の維持保全のための雨水貯留地域、河川、湖沼の汚染及び損傷からの保全、などへの配慮を求め
ている280 環境基本政策に基づいて、いくつかの政策プログラムを掲げている。
政府は、自然保護のための規制手法として自然保護区域制度を採用している。この保護区域には、
①自然保護区域 (Strictnature r宮田rve)、②野生動物保護区、③自然リクリエーション公園・森林公
園、④狩猟許可地域 (Huntingreserve)、⑤保安林、⑤国立公園などがある。①自然保護区域は、小・
中規模 (50-1300knl)の面積をもっ破壊されやすい脆弱な区域であり、特有の自然環境や希少動植物
の生息地を含む保護の必要性や重要性の高い区域である。②野生動物保護区は、中規模(200-1300knl)
の面積をもっ中・高度の重要性をもっ区域である。③自然レクリエ}シヨン公園・森林公園は、利用
価値が高く、本来の生息地以外で野生生物の保護のために人為的に設けた区域である。
④狩猟許可地域は、中・大規模の原生ないし半自然地域であるが、狩猟・漁労の影響が少なく、保
護の重要性の低い地域である。狩猟許可動物である猪、鹿、野牛などが多く生息している地域でもあ
る。⑤保安林は、中・大規模で、地形的に浸食されやすい地域にある自然林または人工造林が対象と
される。水源酒養が主で、自然保護区域よりその重要度は低いが、隣接する場合に自然保護区域の価
値を高めるのに役立つ。⑤国立公園は、中・大規模 (2旧0-1600knl)の面積で、保護の必要性の高い地
域。レクリエーシヨン機能が高く、アクセスが容易な地域である。その指定は、自然保護委員会が行
うが、法的権限は持っていない。
2.3 環境アセスメント制度
(1)環境影響評価 (EIA)の導入とその手続
1982年環境管理法は、環境管理の基本原則を明らかにし、他の環境関連法規に対する基本指針にな
るべく定められたものである。との法律は、目的、原則、権利、義務、国の費務、体制、補償、罰則
等、全24条からなる。その法律の内容は、良好かつ衛生的な環境を享受する権利及び環境を維持し、
その悪化を防止する責務 (5条)、 NGOsの役割と位置付け (19条)、汚染者負担の原則 (20・21条)、
などが挙げられる。特に計画段階において環境への影響を考慮するということを明記したことが特徴
である。環境アセスメントの導入を規定した第16条に基づき、 1986年に環境影響評価分析の政令29号
が公布され、一般規定、環境管理、人的資源開発、監督、財政、経過規定、終則などの規定で構成さ
27 M. Soerjani. etal (Ed) (1991) Environmental Profi1e of Indonesia 1990. OECF. p131目
28 R.E. Metzger. etal (1990) Aproposed Forest Land Use and Management Planning System for Indonesia.. Ministry 
of Forestry/FAO. 
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れている。まず、環境に影響を及ぼす恐れのある活動や事業の事業者は、初期環境情報報告書
(Preliminary Environmental Information Report: PIL)を準備しなければならない(第2条)。
国家レベルの委員会は各省庁内に設置され、 KLH及びBAPEDALは、この委員会に委員を派遣し、
審査に参画している。州レベルの委員会は州知事窒に設費きれている。これらの委員会の任務は、①
ANDALの作成に係る技術指令の編集、②PILの提出の評価、③ANDAL(環境影響評価書)の作成
のための参考用語 (Termsof Reference: TOR)の決定、④ ANDALの評価、⑤環境管理計画
(Environmental Management Plan: RKL)の評価、⑥環境モニタリング計画 (Environment
Monitoring Plan: RPL)の評価、⑦大臣及び1非省政府機関の長に対する環境影響分析の結果に基づく勧
告、⑧PIL、ANDAL、PKL、RPLに関する大臣指示の公布完成の支援、などである。行政機関の提案
活動に対する最終許可の決定は、環境アセスメントの結果、その行政機関によって策定されたRKL
及ぴRPLが委員会によって承認されたのちに行なわれる。また、住民参加及び情報公開に関しては、
AMDALを要求される提案活動を公衆に告知し、 PEL、PIL、または策定されたRKL及びRPL等を
公衆に開示することが規定されている。
なお、 2006年の環境大臣令により、 AMDALの対象事業について規模要件が設定されている。たと
えば、廃棄物管理では、処分場の活動種類(管理型最終処分場、海岸地域最終処分場、中継基地、廃
棄物一時保管施設、焼却施設、コンポスト型プラント施設)ごとに面積や総容量でアセス対象を定め
ている290
(2) 1987年環境影響分析に関する執行命令(環境影響評価法)
アセスメント制度は、1)PIL (初期環境情報報告畜)、 2)ANDAL (環境影響評価書)、 3)RKL 
(環境マネジメント計画)、 4)RPL (環境モニタリング計画)、 5)SEL、からなっている。
まず、 1)PILであるが、提案活動が、環境影響分析をする必要のある活動か否かを判断するフィル
ターとして利用する情報からなる。これは我が固でいうと、方法書の手続きに当たる。環境影響分析
が必要とされる場合には、 PILの情報データは、この調査のTORの編集に利用される。また、環境影
響分析の調査を必要としない場合には、 PILの情報データは、環境管理計画 (RKL)及び、環境モニタリ
ング計画 (RPL)の作成の参考となる。 PILの編集において利用されるデータは、二次データである
が、二次データが利用Lえない場合には、一次データ令利用することとなる。
つぎに、 2)ANDALでは、そのANDALの構成は、以下の7からなる。我が国でいうと、環境影
響評価書に当たるものである。第1序(背景、調査の目的・範囲、手法)から第7付属資料までで構
成されるが、特に第5重大影響の評価では、①肯定的・否定的影響を伴った生活環境の形態と活動計
画聞の因果関係、②肯定的・否定的影響を蒙るコミニティー集団、③重大影響を蒙る地域空間の拡大
の可能性、④否定的影響の抑制と積極的影響の展開しうる経済的・技術的・制度的アプローチの代替
29 Decree of Ministry of Environment No .1/206 about Typcs of Busines or Activity Compu!sory Equipped wirh 
Environmenta! Impact Ana!ysis 
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案、⑤完了した活動計画の環境モニタリング・環境管理の代替案、⑤災害とリスクの分析などが評価
対象となっている。
また、 3)RKLでは、環境管理の目標及びその対象を簡潔、明瞭かつシステマティックに提示され
ることとなっており、その便益と目的は、開発計画の支援とともに、事業主体とその他の事業主体及
び他の関係当事者との聞の双方の利害を配慮することにある。適切な RKL地域は、当該事業計画地
域に限定されず、その重大な影響を受ける隣接地域の環境も含んで設定される。その実施の時期につ
いては、 RKLは関連事業の一部を構成することから、実施サイクルの段階での事業計画との調整が行
なわれる。これらは、我が国でいうところの環境保全措置を具体的に述べたものであると考えること
ができる。実施される環境管理システムの記述内容は、 PIL及びANDALの勧告の結果に従って、以
下の技術的、経済的、制度的アプローチからなされる。これは全ての関係者に個々の義務と責任を明
確に認識させることを意図している。
技術的アプローチには、①有毒有害廃棄物の制御、②損害の予防、削減、回復及び自然資源の浪費
の制御に関する技術的手法を含み、経済的アプローチには、①環境影響の制御を支接する政府援助の
要請、②汚染制御機器の輸入税の緩和、③環境管理の機器の購入及びその他の経費に対する銀行融資
の便宜と緩和、④社会経済的・社会文化的諸問題の制御等に関する記述表示が必要とされ、制度的ア
プローチには、①生活環境の管理に関連する諸制度聞の調整、②環境管理を支援する法律・規則、③
政府及びコミュニティーによる監視を含む国内外の監視、④環境影響の制御における諸国聞の調整、
などを開発することにより、統合的環境管理システムを発展させるための制度的手段を明示すること
が必要とされている。また、 RKLには、①影響を受ける環境要素、②影響の発生源、③その影響の強
度、④環境管理の達成努力目標、などを含むとされ、そのRKLの実施に際しては、環境管理を講ずる
当事者に対する関連する制度の説明を始めとして、環境分野に責任を有する担当部門の形成及び財政
面等に考慮しなければならないとされている。
4) RPLであるが、その目標及びその対象等は、 RKLのそれと同様である。我が固の事後調査計画
書に当たるものと考えられる。その計画は、 PIL及ぴANDALの勧告やRKLに注意を払って作成さ
れなければならない。 RPLの記述の範囲には、①重要な影響の類型、②常時監視される環境の要素、
③その影響の基準、④位置の選定、⑤モニタリングの期間、等を含む。 RPLの実施に当って、その関
連機関及ぴ管理の機関を記述し、特に、環境モニタリングを講ずる当事者を、その権限と責任に応じ
て育成する必要がある。また、組織される機関や環境モニタリングの結呆の有効性に関する記述がい
るが、それは、 RKLに対する肯定的影響を発展させ、否定的影響を制御するのにフィードパックさせ
て利用することを意図している。
最後に、 5)SELを実施する目的及びその対象は、環境へのより詳細な影響を評価することにより、
環境に重大な影響を引き起こす事業及ぴそれによる影響を受けているか若しくは受ける可能性のある
環境形態を見極め、 RKL及びPRLにおいて講じられるべき対策を提言することにある。このSEL
は、諸事業の環境管理を行なう計画決定者を支援するために利用される。先にも触れたが、 SELはこ
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の環境影響評価法の施行時に着手しているか、またはその過程にある事業を対象としている。 SEL
は、調査に包含すべき領域の範囲内で、調査すべき状況によって決定される。
その後、以上の内容は、 1993年政令第51号により、初期スクリーニングプロセスの簡易化制度等の
改正が行われ、 1994年に包括的環境影響評価委員会が設晋された。環境に影響を及ぼす恐れのある活
動や事業の事業者は、まず、初期環境情報報告書 (PIL)を作成する義務があり、その結果、環境への
影響が重大であると考えられる場合、 AMDALとして知られている環境影響評価(凹A)に関する報
告書の作成が義務付けられる。 AMDALの実施の必要性については、責任機関(行所管大臣等で構成
される環境影響評価特別委員会)による PILの評価に基づき決定される。
(3)環境アセスメン卜の実施機関
環境影響評価を実施する権限は、当該事業を所管する中央官庁、全国の州と特別行政区に付与され、
それぞれの機関には事前のスクリーニングや環境影響評価書の内容を審査するための環境評価委員会
が設けられる。このうち、中央に設置させる中央環境影響評価委員会には、所管の中央官庁の長官が、
地方環境影響評価委員会には州知事がそれぞれ議長を務める O また、関連行政機関の代表や環境問題
専門家、環境団体などが参加する常任委員会と市民代表なども含まれる非常任委員会とがある。
(4)戦略的環境アセスメント
2009年環境保護管理法(法第32号)により、戦略的環境アセスメント (KLHS)が規定された。それ
により、中央政府及び地方政府は、①中期、長期開発計画、②国家、州、地域に横断的な空間計画、
③環境に影響するもしくはリスクのある政策、計画、プログラムに対して、 KLHSの実施が義務づけ
られた300 KLHSは、戦略的環境影響評価であるため、先進諸外国におけるそれと同様に、環境影響に
ついて持続可能性基準や目標の達成といったより広い観点から評価し、社会・経済的要素や技術的要
素を含めて複数案の検討を求めている。
3 マレーシア環境法と環境アセスメン卜制度
3.1 環境法の現状と課題
(1)環境法の生成と発展
マレーシアでは、伝統的なスズ採掘、天然ゴム、パーム油による水質汚濁などが深刻化し、社会問
題となった31。特に、 1960年代後半から積極的な工業化政策によって生じた産業公害は深刻なもので
あった。当初の公害規制は、 1979年下水・産業排水に関する環境規則32による排水基準の設定、 1978年
大気汚染防止に関する環境規則3による大気汚染物質の排出基準の設定、 1989年指定産業廃棄物に関
30 Law NO.32 (2009) Cconcerning Environmental Protection and Management. 
31 N. A. R. Majid (1982) Problems and Prospects of Environmetal Pollution in Ma1aysia. Hokkai-Gakuen Univ. Keizai 
Ronsu. Vol. 39 No. 3. pp. 35-42 
32 Environmenta1 Quality (Sewage and lndustrial Effluents) Regulations (1979) 
33 Environmental Quality (Clean Air) Regulations (1978) 
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する環境規則34による廃棄物の処理・処分方法の設定などが定められた。また、 1974年の環境質法に
よって、ある一定の事業活動を実施するために環境影響評価 (EIA)の規定を設けた。法令以外の計
画やガイドライン等として、工業用地選定と区域設定のためのガイドラインが定められた。これは、
新しい工業用地、工業地域、住宅地域を設置する際の、適地及び十分な緩衝地区設定のためのガイド
ラインである。このガイドラインは工場または工業地域近傍の住民へ残留性の汚染による影響を最大
限減少させるため、系統的な計画を可能とする目的で策定された。ガイドラインでは工業をその影響
の程度から、①軽工業、②中小工業、③重工業、④特別工業の4段階ごとに最少綾衝ゾーンが示され
ている。そのほかに、騒音・振動に関して、環境騒音規制と管理ガイドライン案、騒音標識と野外騒
音規制ガイドライン、振動規制と管理ガイドライン案がある。このように、法令で定められた騒音・
振動の規制基準はみあたらないが、環境法の中には騒音に関する記載があり、騒音、振動に関するガ
イドラインが策定されている。 2012年に環境質法 (EnvironmentalQuality Act)が改正され、環境管
理が強化された。
(2)環境アセスメント
1974年環境質法によって導入された環境アセスメントは、事業アセスメントを対象とするもので
あった。 1985年に環境法 (EnvironmentalQuality Act)が改正され、同法の中で環境アセスメントの
手続きが定められた。 EIAの過程を監視するのに責任を有する機関は環境省である。 EIAの要求は
環境に有害な影響があると思われる活動に強制的にとられる。
1987年環境質(特定活動)(EIA)命令は、重大な環境影響を引き起こす可能性があるとリスト化さ
れた活動を明らかにした。リストにある活動を行おうとする者は、長官の承認を求めて、当該活動が
環境に及ぼす恐れのある影響の評価を含む報告書の提出が要求される。 2000年改正により、 1987年環
境基準規則 (EIA)による特定活動については、サパ州とサラワク州への適用が除外された。サノ吋卜|
にとって、特定活動について、適用できる制度は1999年の環境保護規則となった。サラワク州では、
適用できる制度は、 1994年の天然資源と環境規則とされた。しかし、除外規定にも関わらず、特定活
動についてはサパ州やサラワク州では依然として適用されている。
環境アセスメントを行う事業は、予備的な環境アセスメントである予備的環境影響評価を実施しな
ければならない。予備的環境影響評価を実施した後に、同法に定められた事業及び、予備的環境影響
評価の結果により必要とされる事業について詳細な環境アセスメントを実施する35
一方、環境アセスメントに該当しない工場の新設についても、工場立地適正評価が必要となる。工
場立地適正評価は、工業立地のガイドラインに従い、工場の計画を作成し、環境局の州事務所へ照会
する。環境局は、環境法令やガイドラインに対する開発計画をチェックすることによって評価を行う。
その結果、立地場所の変更を勧告される場合もある。また、燃焼施設や排水を伴う事業の場合、工場
34 Environmental Qua!ity (Scheduled Wastes) Regulation (1989) 
35 日系企業の海外活動に当たっての環境対策(マレーシア繍H平成1年度日系企業の海外活動に係る環境配慮動向閥
査」報告書
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立地適正評価後に書面による許可承認が必要となっている360
EIAの手続きは、環境影響評価ガイドライン (AHandbook of Environmental Impact Assessment 
Guidelines) として知られている。そのガイドラインによると、 EIAの手続きは2つの段階によって
行われるとされている。第一段階は、その報告書が環境省で専門委員会によって検討される予備的評
価である。第二段階は、指名されたメンバーによる特定の問題を検討する委員会によって検討される
詳細評価である。承認権限は、プロジェクトを続行するか否かの決定権限を有する政府機関にある。
州政府主催のプロジェクトのための国家行政評議会、様々な地方公共団体またはそのそれぞれの領域
内での計画に対する地域開発局、および貿易産業省当局、連邦政府が支援するプロジェクトのための
国家開発計画委員会や工業プロジェクトが含まれる。 EIA報告書が承認された場合、環境庁は暫定的
な詳細評価の承認に条件を付加ことがある。プロジェクトの提案者は、条件が満たされていることを
証明する証明書を提示する必要がある。法第34条Aの規定に違反する行為は罰金 (10万リンギ)の対
象となる。それらには、①法第34条A項の不遵守、②環境への影響を軽減するための実施措置に関す
る規定の不遵守、③付託事項の不遵守、である370
2012年の法改正に伴い、 2013年から施行される改正法では、環境アセスメントの履行遵守が厳格に
なっている。また、従来、大臣に付与されていた事業の中止命令は局長が発することが可能となった。
アセス未実施の事業の違反罰則 (50万リンギ)も強化されている。
(3)湿地保全の法制度
マレーシアの環境政策を彊う第5次経済5カ年計画(19前ー1990)は、人間環境や資源開発による環
境影響の最小化、文化・自然財産の保存、修復など7項目があげられていた38。現在は、第6次5カ年
計画(1991-1996)に着手している。マレーシアの環境保全の基本法となる法律は、 1974年に制定され
た環境質法 (EnvironmentQuality Act)である。 1985年の改正により、特定事業に対して環境アセス
メントを実施すること (34条A項及び1987年命令)が規定されている390 この法律にいう「汚染Jに
は、人の健康・安全・福祉への危害のみならず、動物、魚、水生生物若しくは植物に対する危害も含
まれることから、湿地への汚染物質の排出行為は規制対象となっている。自然保護に関する法律とし
ては、国立公園法 (NationalParks Act ，1980)、野生生物保護法 (Protectionof Wild Life Act ，1972)、
36 Depertment of Environment (1993) Environmental Impact Assessment (EIA) Procedure and Requirement in 
Malaysia. 
37 当該法規定では、有罪になった場合に、lOOOOORMを上限とする罰金刑または5年以下の懲役刑、若しくはその両方
を科される場合があることを規定している。さらに、継続的に環境への負荷を与えている場合には、当該行為を環境
局長へ通知した後、当該行為の継続している間一日につきlOOORMの罰金刑が科される。具体例として、 Tenggara
Gugusan Ho!idays Sdn. Bhd. VS. Public Prosecutorの事案をあげることができる。これは、法第34条A項の適用事案
である。この事案では、法第17(a)条において規定される行為の海岸リゾート施設の建設を行った被告が、有罪判決
として20000RMの罰金刑を受けたものである。被告が法第34条Aの規定される EIA報告書を事務局長に提出しな
かったことであるが、法第34条Aは、所定の活動を実施する者に対し、任意の承認前に EIA報告書を提出する義務を
課している。また、上記報告書を提出し、事務局長によって承認されるまで、何人もかかる活動の着手が許可されな
いと判示している。
38 前掲N.A.R.Majid(1982) p.36. 
39 Department of Environment (1987) A Handbook of Environmental Impact Assessment Guidelines， Malasia. 
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野生生物鳥類保護命令 (Wildlifeand Birds Protection Ordinance)などがある40。
4.調査固(タイ、インドネシア、マレーシア)における生物多様性と湿地保全戦略
(1)生物多様性と湿地の関わり
調査を行ったタイ、インドネシア、マレーシアは、生物多様性が極めて豊かな地域である。地理的
には、最も急峻な山岳地域や二番目に大きな熱帯雨林があり、また、世界の半分以上の珊瑚礁が存在
し、何千もの多様な諸島群が点在している。この地域には、インド洋や太平洋と同様に、世界の八つ
の生物地理学的な区分の三つの部分が含まれている。このようなアジアの特性は、生物多様性の証左
でもある410
しかし、急激な人口増加及ぴ経済成長の需要は、この地域における生物多様性に対する厳しい圧力
となっている。周知の通り、アジアは、地球の陸地の13パーセントを占めているが、その人口は世界
の50パ}セントと最も人口の多い地域であり、かっ、最貧困の幾つかを含んでいる地域でもある。そ
れゆえ、アジアでは貧困のなかで多くの人々が生活しているといえる。ところで、アジアには、湿地
生態系の重要な一部をなすマングロープ地域が少なくない。これら地域の多くの集落は、マングロ}
ブ地域内に立地し、とりわけ、河口部の住民は、マングロ}ブからの生産物を収穫し、薪や炭のため
に伐採し、釣をすることによって生計を維持している。換言すれば、湿地生態系に直接的、間接的に
依存した生活を送っているのである。しかし、マングロープ生態系は、自然資源の過剰開発による影
響を受けやすいため、それによって、原始マングロープ林のもつ自然多様性や生態学的な質が消耗し
つつあるといえよう420
ここでは、多くの湿地が持つ生物多様性や生態学的プロセスを保全するためには、最も包括的で、
かっ、良好に管理される保護地域システムを構築することこそが、極めて実際的な方法であるという
観点から、アジアの個別地域の湿地の管理の現状とその問題点を検討するとともに、その保全の方策
に若干の考察を加えることにしたい。
(2)湿地の開発と利用
アジアの自然湿地の多くは、いわば、人工湿地が水田や養殖池、小規模な瀧概池、広大な貯水池の
形態をとるのと同様に、多様な賦存形態を持っている。
一般に、湿地タイプの分類は、極めて幅が広い。たとえば、 Dugan(190)による湿地分類による
と43、海水 (SaltWater:海洋・河口部・ラグーン・塩湖)、淡水 (Freshwater:河JI.湖沼)と人工湿地
40 エックス都市研究所、開発途上国環境保全計画策定支援調査[インドネシア国]、 pp.351-354、1991年。
41 ASEAN (2008) Biodiversity Outlookvol. 7 ，no.1 ，p. 9. 
42 P.B.L. Srivastava (1985) Environmental Trade-Offs in Mangrove Forest Management， I.Kato (Ed) 
Environmental Protectionand Coastal Zone Managementin Asia and Pacific， Univ. of Tokyo Press， p107.問趣旨の最
近の論文として、作本直行 (2011)発展途上国における生物多様性について:アセアンを参考に、環境法研究36号、有
斐閣、 pp.98-126.
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(Artificial Wetland:養殖地・水田・塩田・貯水池)などと分類している。
アジアの湿地地域は、水田地域を除いて、最低限でも l億2000万ヘクタールあると見積もられてい
る。その約8割は、インドネシア、中園、インド、パプアニューギニア、バングラデシュ、ミャンマー、
ベトナムの7カ国に存在する。これらの湿地の総面積は、約7340万ヘクタールを占めている。この目
録に掲載された947湿地のうち、 734の湿地に関しては、その湿地に対する脅威の性質や程度について、
ある程度の情報を得ることができる。それによると、これらの地域の約85パーセントは、何らかの方
法で脅威を受けており、しかも、その半数は重大な脅威に晒されている。湿地に対するこのような脅
威はしばしば湿地の消失となる。過去30年間にみられた消失例として以下のものが挙げられる。
東南アジアでは、マングロープは、水田稲作の利用に改変された。フィリピンでは、 1967年から
1975年までの聞に、年間2万4千ヘクタールのマングロープ林が消失し、マレーシアにおいても木材
生産に年間5千ヘクタールが失われた。今日における湿地に対する脅威の原因の代表的なものは以下
の諸点である。すなわち、①人の居住や侵入による劣化、②農業排水、③濯概用水・家庭用水・工業
用水への流用、④土壌流出や塩化による集水域の劣化、⑤家庭汚水・工業廃水・農薬・肥料による汚
染、⑤家庭利用による伐採、⑦商業用伐採、③家畜の過放牧、⑨魚の乱獲やそれに伴う悪影響、⑮狩
猟やそれに伴う悪影響などである440
(3)生物多様性保全と湿地保全
アジアにおける湿地保全には、開発政策の変更を促し、保護管理地域に地域住民を取り込み、保全
と保護のための財源令用意することによって、保護地域システムの設定と維持に支援を向けられるべ
きであると考える。
タイやインドネシアの事例にみるように、湿地のもつ生物学的、社会的・経済学的な価値が認識さ
れ始め、湿地の調査やリストづくりが政府機関と間際的民間NGOとの相互協力によって徐々に進行
しつつある。しかし、人的、物的、財政的な制約条件が存在するため、その条件整備の面で時聞を要
することは論を待たない。それゆえ、この側面における積極的な国際環境協力が期待されている。今
後は、湿地のもつ生物多様性がアジアの国民的財産として、またアジアを越えた地球的財産として、
当該地域の利用にあたって、最良の配慮が適切になされるような社会システムを構築することが重要
な課題である。その関連では、アセアンの地域環境協力の試みは評価されるべきである45。これらの
取り組みが有効になる前提として、湿地の有する生物多様性の重要性を公に知らしめること(パブリツ
ク・アウェアネス)がまず必要であり、湿地利用に関するあらゆる行為に地域住民の関与を組み込む
ことが不可欠と考える。
43 P.]. Dugan， Ed (1990) Wetland Conservation: A Review of Currenr Issuesand Required Action. Gland， 
Switzerland， IUCN. 
44 拙稿(1993)アジアにおける湿地保全と法，環境法研究21号，有斐閣.
45 ASEANの地域環境協力については、作本前掲注 (46)pp.106-118及び作本直行(1997)r ASEAN自然保護協定と
ASEAN環境戦略」野村他編「発展途上国の環境政策の展開と法Jアジア経済研究所、 pp.95-115に詳しい。
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5.中国における環境法の現状と課題
5.1 環境法の生成と発展
(1) r試行法Jから現行法まで
中国の環境保護立法は1973年から始まった460全国第l次環境保護会議後、嗣務院が「環境保護及
び改善に関する若干の規定(試行草案)Jを公表し、環境保護のための総合的立法の道を聞いた。 1979
年、第5回全国人民代表大会常務委員会第11次会議において、原則上「環境保護法(仮)J(以下「試
行法」という)が可決され、中国の環境保護を法制化の軌道に乗せ、環境立法の加速化に貢献した。
1989年12月26日、第7回全国人民代表大会第11次常務委員会において、「環境保護法」が可決された。
この法律は、試行法を修正したものである。試行法の実施は、幅広い幹部及び住民の法的観念と環境
意識の高まるを促すとともに、環境保護の法制度の構築を進め、環境管理を強化し、環境保護事業の
発展を促進した。中国の環境の保護と改善、汚染の防止とその他の公害に対して積極的な役割を果た
してきたものである。試行法を改訂する主な要因としては、以下の点があげられた。
まず、試行法は1978年「憲法」第11条47の規定に基づき制定したものである o 1982年に現行の「憲
法Jが施行され、総則第26条において、「国は生活環境と生態環境を保護、改善し、汚染とその他の公
害を防止する」と規定した。環境保護と同時に環境改善すること、生活環境を保護、改善すると同時
に生態環境を保護、改善することが、国家レベルの基本政策の任務として、明確に規定していた。そ
のため、「環境保護法」で憲法の環境保護の新要求を十分に体現するために、現行法の一部改正を行っ
たのである。
次に、試行法は中国が10年間の文化大革命を経て、是正を正す時期に制定したものであり、施行さ
れてから10年以上の歳月が経っていた。この10年間、全国の政策の重点が移り、国の経済状況、社会
環境及び環境保護における状況は大きく変貌が遂げた。改革開放が新たな環境保護の状況をもたら
し、その情勢の下で、いかに中国の環境保護を推進するかという聞いに対して法が相応の応えをした
ものであった。
また、環境保護事業の発展と環境関連法の施行によって、中国の環境保護の茸伝、教育事業が迅速
かつ顕著な効果を現し、幅広い幹部や一般住民の環境に対する意識が高まり、環境保護への要求もよ
り強く、より厳しくなった。また、環境保護の実践から多くの経験が蓄積されたことが立法化への要
求につながっている。
きらに、試行法自体に多くの問題があり、改訂と改善する必要があった。十年来の実践から、試行
法の一部規定は妥当で、あり、実行できる。ただし、中国の環境保護はまだ初期段階にあり、立法に関
する経験や有力な理論指導に欠けていた。そのため、法規定では、漢とした規定もあり、明確性や現
46 中国環境法については、さしあたり、野村好弘・段匡(1996)I中国環境法Jr世界の環境法』閏際比較環境法セン
ター編pp.31l-334が経緯や内容について詳しい。
47 第1条は、「国は環境と自然資源を保護し、汚染とその他の公害を防止する」ことを規定する。
ー ， ???? ?
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実性に欠けていた。また、立法に漏れもあった。
以上のことから、過去の経験や教訓を総括したうえで、改訂する必要があったのである。
(2)環境保護法の基本構造
試行法は全7寧33ヵ条であったが、改訂後の1989年環境保護法は全6章47ヵ条で構成されていた。
改訂後の「環境保護法」は以下の内容であった。
第l章は「総則J規定である。第 l条の立法目的に関する規定では、 1982年「憲法」に従い、保護
の対象を生活環境と生態系環境とを明確に規定し、人類の生存環境という概念をより強調した。また、
環境を保護すると同時に改善すべきことと、生活環境を保護・改善すると同時に生態系環境も保護・
改善すべきであることを明確にした。第4条の環境保護の基本原則に「閏が策定した環境保護計画は、
悶民経済と社会発展計画に取込み、国が環境保護に有利な経済、技術政策と措置を講じ、環境保護と
経済・社会の発展に一致させるべきである」と明記した。第7条の環境保護管理体制に関する規定で
は、統一監督との責任分担原則のもとで、固と地方、主管部門と共管部門との関係を明確にし、各々
の所掌範囲での監督管理権限と責務を明確にした。
第2章の「環境監督管理」は新たな規定であり、全7ヵ条で、あった。①環境基準制度、②環境観測
制度、③環境状況公表制度、④環境保護計画制度、⑤環境アセスメント制度、⑥現場検査制度、⑦越
境環境紛争処理制度に関して、明確かっ実行可能な規定が置かれた。
第3章は「環境の保護と改善」を定めたものであり、この章は試行法の規定に比べ、著しく改善さ
れた。①環境保護責任制、②自然保護区とその他対象の保護、③天然資源の開発利用、④農業環境の
保護、⑤海洋環境の保護、⑥都市計画と都市農村建設等の領域について、それぞれ規定した。
第4章の「環境汚染とその他の公害の防止」は、 11ヵ条で構成され、試行法より内容が充実し、目
的が明確化され、実行可能な環境保護制度の確立をみた。具体的には、①環境保護責任制度、②汚染
排出申告登録制度、③汚染排出費用負担制度、④期限付き改善制度、⑤汚染転嫁防止制度、⑥強制的
応急措置制度、⑦有毒有害物質管理制度等であった。
第5章は「法的責任」を定めた章であり、新設の章で、あった。試行法では原則規定がl条あっただ
けであるが、ここでは、環境保護法に違反した場合の行政責任、民事責任と刑事責任について、 11ヵ
条でそれぞ、れ具体的に規定を置いた。
(3)現行環境保護法の課題
環境保護法は、環境質の保護と改善、経済ー社会・環境の調和した発展にとって、積極的な役割を
果たした。ただし、実施の過程では、いくつかの間題も明らかになった。特に、中国での市場経済の
発展につれ、中国社会の経済発展の要求に即応せず、改訂の必要に迫られることになった。
課題の第一は、環境保護法のもつ欠落点についてである48 まず、環境保護法は1983年から制定き
れ、当時先進的な「調和した発展」という理念を取り入れたが、持続可能な発展に対する認識は不十
48 呂忠梅 (2008)r環境法学j法律出版社pp.216-219.
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分である。 1992年の地球サミットにおいて、持続可能な発展に関する共通認識が出された際、すでに
環境保護法は公表されていた。そのため、「持続可能な発展」という概念は取り入れられず、立法の趣
旨や原則の規定などにおいても、その理念が示されることはなかった。つぎに、環境保護法は、主と
して固による環境管理における規定がおかれ、相当範囲にわたる政府行政庁に対する授権がある。た
だし、過去において法治政府という理念が存在しない状況下にある。そのため、政府の権利があれば
責任もあり、監督権により、権利を侵害した場合には賠償責任があるといった法原則が誼われていな
いごとである。
また、環境保護法の立法の重点、は、閣の管理制度を設けることに置かれていたため、政府関与とい
う特色が濃厚であり、制度設計は基本的に計画管制の手段が使われ、環境資源の配置などへの市場の
役割が重視されていない。
そして、環境保護法は基本法であるため、関連法との調整機能が持つべき連結性が、特に民法、行
政法、刑法との問で必要とされているが、環境保護法では環境保護と関連法との調整がまったく重視
されていないため、環境保護と資源開発、生産や消費などに関連する調整機能が働かず、環境法制度
の実施が困難となっている。
(4)修正案提出の背景
以上に術服したように、環境保護法の試行以来、中国は計画経済から市場経済への転換を経て、高
度成長期に突入した。経済の高度成長に伴い、さまざまな環境保護問題が次々と起こり、時には、厳
しい対立が生じた。これらの問題を解決するため、全人代常務委員会は環境保護法において確立され
た立法目標に従って、各領域の汚染治理と生態保護の特徴を検証し、これまで、「海洋環境保護法』、
『水法』、『草原法』、『大気汚染防止法』、『固定廃棄物汚染環境防止法J、『水汚染防止法』、『環境騒音持
染防止法J、『環境影響評価法J、『グリーン生産促進法J、『循環経済促進法』及び『エネルギー節約法』
など20以上の個別環境法を相次いで制定してきた。これらの個別環境法は具体的な領域の環境問題の
解決に必要な法的根拠を与えた。しかし、先に指摘したように、環境保護法は環境法の基本法的性格
を持つものであるため、欠落している諸点を充足していく必要性が明らかになった。
こうして、 20日年第11回全人代常務委員会において、現行環境保護法の改定が審議され、 2012年8
月31日、『中華人民共和国環境保護法修正案(草案Hが公表された490
(5)修正案(草案)の主な修正内容
草案は全体で7章、47ヵ条の構成としている。その中に、現行環境保護法(以下、「現行法」という。)
の21ヵ条が修正され、 4ヵ条が追加され、 8ヵ条が合併された。内容的には新しい環境保護理念が提
出されただけではなく、構成も調整され、政府責任、監督及び法的責任が特別強調され、環境管理と
汚染とその他の公害の防止に関する基本制度が改善され、そして企業の責任も明確にされた。
49 http://www . npc.宮OV.cn/npc/xinwen/lfgz/flca/2012-08/3l/ contenC1735713. htm参照
修正案に対して、 2012年9月30日まで意見募集された。
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①新しい環境保護理念の提示
現行法第4条は「国家により策定される環境保護計画は、国家の経済・社会発展計画に組み込まれな
ければならない。また国家は、環境保護に有利な経済・技術施策及ぴ措置を講じ、環境保護活動と経
済建設及ぴ社会発展がつり合うようにする。Jと定めている。現行法には、計画経済体制の残影も明ら
かに残り、環境保護の活動を経済建設と社会発展の従属的な地位においていたため、時代の流れに遥
かに遅れをとっていた。そのため、草案では本来の第4条の「国家の経済・社会発展計画に組み込ま
れなければならない」の部分を削除し、「環境保護活動を行う際、科学技術の進歩に依拠し、循環経済
を促進し、生態文明を推進し、環境法制を強化し、管理体制を改善し、持続可能な体制を構築するこ
と」を規定した。それによりJ科学技術で環境保護を促進することJという基調が定まった。そして、
「経済建設と社会発展を環境保護活動と調和させる」という理念が提示された。この理念は表面的に
は文字の順番の違いだ、ったが、実際には環境保護活動を経済建設と社会発展と並行的なレベルにシフ
トさせたことになった。これは大きな一歩であるといえる。
一方、草案では第12条が大幅に改正された。現行の第12条では、県以上の人民政府の環境保護部門
は関連部門の協力を得て、環境状況の調査と評価を行い、環境保護企画を作成することを規定してい
たが、環境保護の内容に対しては言及していなかった。この点、草案では、国務院の環境保護管理機
関は国務院の関連部門の協力を得て、国家環境保護企画を作成し、保護優先、予防を第一義とし、総
合治理、重点強調、全面推進の原則を堅持すべきことを規定している。そして、自然生態の保護と環
境汚染防治の目標、主要任務、保護措置などの内容を含んでいる。このように具体的な国家環境保護
企画を通して、第4条で提示された理念を具体化させている。
②環境管理基本制度の改善
草案では、現行法第2章「環境監督管理」を「環境管理」に修正し、法条の修正を通して、環境質
の標準制度、環境観測制度、行政区域を超えた汚染防治制度、環境保護の具体的な措置などを改善し、
環境保護企画制度を規範化し、総量規制制度を補充し、並びに環境影響評価制度と連動させている。
全体的にみると、現行制度の操作可能性が強化されている O
③政府の責任、監督及ぴ法的責任の強調
近年、環境と資源保護の行政職員の違法事件が増加しているが、現行法では政府及び関連部門の職
権濫用と不作為に対応する規定が乏しかった。第14条において原則的な規定があったのみである。そ
こで、草案は当該部分を改修し、第14条を第5章「監督検査Jに拡張し、汚染排出業者に対する政府
からの現場検査方式と検査内容(第33条)、政府の環境情報公開と公衆監督(第34条)、政府上級機関
から下級機関への監督方式(第35条)、全人代の監督権な竺について、規定を定めている。
併せて、草案は「第6章者法的責任」の内容を改善し、法律に基づいて関連行政機関、その責任者及
び国家公務員の法的責任を追及する部分を拡充し、行政処分または刑事責任に該当する行為を列挙し、
操作可能性を一段と強化している。
④突発的環境汚染事件制度の改善
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近年、各地で環境汚染事件がしばしば発生しているが、これは社会の調和と安定に影響を与える重
要な環境問題の一つになった。現行法第31条と第32条において、突発的環境汚染事件に対して、予防
や事故時の対応措置を規定したが、詳細な規定ではなかった。そこで、 2007年1月1日に正式施行さ
れた『中華人民共和国突発事件対応法』における規定に準拠して、この規定と関連する内容(第30条)
を追加し、事件前、事件中及び事件後に関する規定をおいた。すなわち、環境汚染リスクのコントロー
ルを強化すベく、可能な限り突発的環境汚染事件の発生を回避し、もし突発的事件が発生した場合、
対応作業中の環境損害の回避と軽減を図り、対応作業後に事件による環境への影響と損失に対する評
価を行うこととしている。
(6)環境保護法の課題
以上に紹介したように草案は、先進的な環境保護理念を提示し、環境保護制度などにも改修や拡充
を行ったが、依然としていくつかの課題が残されている。
まず、第一に総則において提示された理念に対し、細則において相応な制度的保障を与えなかった
ことである。草案第4条では、「経済建設と社会発展を環境保護活動と調和させる」の理念を提示し、
経済発展と環境保護の関係を科学的に対応することに大きな進歩が遂げられた。そして、第四条にお
いて国家環境保護企画を通して当該理念を具体化しようとしているが、他の条款において関連する内
容が不足しているため、この理念に対して確実かっ有力な措置と制度的保障が欠乏している。
第二に、未だ個別環境法との連動性に欠けている点である。環境基本法の枠組み的性格をもっ環境
保護法では、環境保護理念、基本原則、基本制度、政府責任、公共権益保障、通用処罰などの内容を
当然含むべきであるが、企業を重要な調整対象とすべきではないと考える。低コストの違法と高コス
トの遵法という現実的問題を解決するために、草案では環境汚染の企業に対して明確な規定を定めて
いる。企業は可能な限り汚染物質の排出を削減し、排出した汚染物質による環境影響に対する責任を
負わなければならない。こうした規定は確かに実行可能ではあるが、環境保護法と行政法規、個別環
境法規の関係を混乱させる恐れがある。
一方、草案は環境保護法と一部の個別環境法規またはその他の法律に配慮したが、規定内容の重複、
矛盾する規定などの問題があるため、さらに改善すべきである。
第三に、法的責任部分の規定の重点が不明確なことである。草案は、「法的責任Jの寧において、企
業の環境違法行為について法的責任を規定したが、個別環境法規の中でもそれに対して既に具体的な
規定を定めているので、環境保護法では重複的な規定を置くのではなく、処罰の根拠法規に留めてお
けばよいのではないかと考える。すなわち、環境保護分野の基本法として、法的責任部分は総則的な
処罰規定に重点をおくべきだと思われる。これらの規定は個別環境法規におかれる法的責任部分に対
する根拠規定となるからである。しかし、草案は、この部分が不足している。草案に追加すべき点と
しては、「双罰制J(違法企業だけではなく、企業の責任者と関連者も処罰対象とする制度、日本でい
うところの両罰規定である)、日単位の処罰(連続的な環境違法行為に対し日単位の処罰を求める)な
どの懲罰方式を追加するととが求められる。また、『民事訴訟法』の規定との関連で、環境汚染損害の
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民事責任の適用方式を追加することなどもあげられる。たとえば、原状回復、生態修復などの責任形
式、環境汚染損害訴訟中の「挙証責任倒置(挙証責任の転換)J原則の明確化や環境公議訴訟の主体資
格の確定などの内容を追加することも課題であろう。さらに、『治安管理処罰法』、『刑法修正案(八H
との関連で、環境違法行為や環境犯罪に対する行政や刑事の処罰を強化していくことも検討すべきで
あろう。以上に指摘した課題への対応など、今後の成案を得るまでの過程ではさらなる議論が展開さ
れる余地もあることから、その修正案の行方を注目しておきたい。
5.2 環境行政組織
(1)環境管理組織の経緯
中国の環境管理機構の設聞は、部門独自の管理から悶家統一管理の2段階を経験した。 1973年第一
次全国環境保護会議が開催され、国務院環境保護リーダーグループが形成され、全国の環境保護を全
面的に調整する各省・市に対応する環境保護リーダーグループあるいは環境保護室が設置された。
1978年12月以降、各省・市の環境保護室は政府の三級機構から一級機構に昇格された。 1982年、国務
院の決定により、都市と農村建設環境保護部が設置され、その下に国家環境管狸の職権を行使する直
属の環境保護局が設けられた。 1984年5月、全国環境保護の組織、協調の強化のため、国務院には専
門の環境保護委員会が設置された。 1987年12月、国務院の直轄局として、国家環境保護部が正式に設
立され、国務院の環境保護委員会の事務局及ぴ全国の環境保護の行政主管部門となり、主に全国の環
境管理の業務を所掌した。同時に、国務院の各部門の環境管理機構及び地方の環境管理機構も一部の
調整が行われた。 1998年、新たな機構改革が行われ、原林野都を国家林野局とし、新たに「国土資源
部」が設置された。同時に国務院環境保護委員会が廃止され、国家環境保護局が国家環境保護総局と
して昇格し、国の環境保護を担うものとなった。 2006年3月、第十一次全国人民代表大会に承認され
た「国務院機構改革案jにより、環境保護部が設立され、国務院の一部門が国の環境保護の役割を担
うことになった。
(2)環境監督管理機構の責務
環境保護法第7条の規定によると、異なる種類の環境監督管理機構ではその責務が異なる。具体的
には以下の通りである。
ア)国家環境保護部及ぴ地方環境保護局
国家環境保護部は国務院環境保護行政主管部門であり、全国の環境保護、統一監督管理を担当して
いる。環境保護法第7条第2項では、「県レベル以上の地方政府の環境保護行政主管部門は、当該管轄
地域の環境保護に対し統一監督管理を実施する。」と規定している。そのうち、環境保護行政主管部門
とは、環境保護局、都市左農村建設環境保護局及ぴ環境資源庁のことを指し、当該管轄地域とは、環
境保護行政主管部門が属する人民政府管理する行政区域のことで、当該管轄地域での環境保護行為は、
同じレベルの人民政府に所属するかどうかにもかかわらず、地域に属する原則に従い、法律に基づき
統一監督管理される。特に、環境保護行政主管部門は、環境紛争に対する行政処理と処罰の権限を持つ
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ている。
イ)環境汚染監督管理機構の職務
環境保護法第7条第3項では、環境汚染監督管理部門の責務をそれぞれ規定する。
たとえば、海洋行政主管部門とは、国家海洋局及び、その派遣機構のことを指し、主に、海洋環境保
護法及ぴ船舶汚染海域防止管理条例、海洋石油開発環境保護管理条例、海洋廃棄物投棄管理条例等の
規定に基づき、監督管理を実施する。また、各級公安部門の監督管理責務として、環境監督監理部門
に協力し、国の環境保護法規を厳格に執行し、環境保護行政主管部門の統一監督のもとで、各種自動
車の汚染物質排出の監督監理などを実施する O 公安部は国家環境保護部とともに、花火・爆竹による
大気と騒音汚染のコントロール法規を制定し、それに基づく検査・執行状況を監督し、関係部門と共
同で劇物・放射性物質・危険物の生産・貯蓄・使用企業に対する監督・安全検査を実施し、当該物質
の漏れ、紛失による環境汚染を防止する、などであるQ
ウ)天然資源保護部門の職務
環境保護法第7条第4項では、「県レベル以上の人民政府の土地、鉱物、林業、農業、水資源の行政
主管部門は、関係法律の規定に基づき、天然資源の保護に監督管理を実施する」と規定している。そ
れに従い、天然資源開発管理部門は環境保護面における監督管理責務が定められている。
5.3 環境アセスメン卜とその立法
(1)環境保護法とアセスメン卜
中国はもっとも半く事業アセスメント制度を実施した発展途上国の一つである。 1979年第五回全国
人民代表大会常務委員会第十一次会議において、環境保護法(試行)が可決され、事業建設に対し環
墳アセスメントの実施を法律制度として確立した。その後、順次に制定した各種環境保護関連法律の
中で、事業アセスメントの原則規定が全て含まれた。
2002年に公表された「環境影響評価法」は、環境保護法の建設事業に関する環境アセスメント制度
を拡充し、総合政策決定へのアセスメントを強調する法律となっている。
なお、環境保護法第13条では、以下のように規定している。すなわち、環境汚染をもたらす事業の
建設は、国の事業建設に関する環境保護管理規定に遵守すべきである。事業建設の環境影響評価警は、
必ず事業建設による汚染及び環境への影響に対し評価し、予防措置を定め、事業主管部門の予備審査
を経て、定められた手続きで環境保護行政主管部門に報告し批准されるべきである。環境影響評価書
が批准された後、計画部門が事業建設の設計書の批准が行われる。また、国が特別に公布した「事業
建設の環境管理方法」は、環境アセスメントに対し具体的かつ明確な規定を定めている。
(2)環境影響評価法の制定
環境アセスメント制度は、海外の先進的な立法経験を参考し、中国の事情に合わせて制定した重要
な法律制度である。 2002年10月28日、中国では「環境影響評価法」が正式に公表され、 2003年9月l
日に発効した。新たに制定したこの法律には、政府の重大な政策決定、計画に対する環境アセスメン
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トの内容が追加された。同時にこの法律では、環境保護の受動的な局面を変える根本的な措置として、
環境アセスメントにおける住民参加制度を重点的に実行させる内容になった。これは、環境保護の全
体の戦略方針の実現に有効であり、地域の発展方向と規模の確定に根拠を提供するものとなった。
この環境影響評価法では事業アセスメントと戦略的アセスメントの二種類に分けている。戦略的ア
セスの範囲は、国務院関係部門、区を持つ市級以上の地方人民政府及びその関係部門が編成した土地
利用に関連する計画、地域・流域・海域の建設・開発利用の計画である。また、国務院関係部門、区
を持つ市級以上の地方人民政府及びその関係部門が編成した工業・農業・畜産業・林業・エネルギー-
水利・交通・都市建設・旅行・天然資源開発に関連する単独の計画である。
一方、事業アセスの範閉は、中華人民共和国領域内の工業・交通・水利・農林・商業・衛生・文学
教育・科学研究・旅行・市政等環境に影響する全ての基本事業の建設と技術賞新事業及び地域開発事
業に及んでいる。
まとめにかえて
アジアにおける環境アセスメントの制度について検討してきたが、まとめに代えて、戦略的環境ア
七スメントの整備状況を以下に素描してみよう。なお、研究対象国は、ここに取り上げた4カ国の他、
シンガポール、フィリピン、ベトナム、韓国を対象としているため、以下の記述ではそれらの国も比
較の対象として一部触れたい。
まず、 2002年10月に中国は環境影響評価法を制定し、 2003年9月から施行しているが、土地利用の
関連計画、地域・流域・海域の建設と開発利用計画(いわゆる、総合計画)や工業・農業・牧畜業・
林業・エネルギー・水利・交通・都市建設・観光・自然資源の開発に関するセクター計画(いわゆる、
特別項目計画)を新たに EIAの対象に加え、計画段階アセスメント制度を構築している。これにより、
あらゆる分野の計画・建設プロジェクトが対象となり、その手続において、関連機関、専門家及び公
衆参加を義務づけている。フィリピンでは、個別法であるが、 2004年に水清培法 (CleanWater Act: 
CWA)を制定し、 CWAの17条では計画アセスの実施を規定している。それを実施するための細則を
定めるものとして、 CWAの施行令である実施ルール及び規則 (IRR:Implementing Rules & 
Regulations)の制定作業が進められた。なお、 EIAに関しては法律ではなく大統領令 (Presidential
Decree) No .1586によっているため、それに基づく行政命令や規則がある。韓国では、環境政策基本
法の改正により、政策立案に際して、環境影響評価の指擦を示すことを義務づけ、 SEA導入に向けて
のアプローチがとられている。インドネシアでは、 1997年に制定された「環境管理法J(1997年法
No.27)第15条第2項により、「環境に大きな影響を与える可能性のある事業はすべて、政令に定める
方法で環境影響を評価しなければならない」と規定された。これに基づき、「環境影響評価に関する政
令J(1999年政令No.27)が1999年に制定された。同政令第8条~第13条に承認委員会の規定があり、
具体的な内容は「環境影響評価承認委員会の運用に関する決定J(2000年環境省令No.40)を環境省が
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制定している。また、 1997年「環境管理法」は、 2009年に「環境保全及び管理に関する法律J(2009年
法No.32)に改正された。この新法に基づき、政策、計画及びプログラム段階における戦略的環境ア
セスメントの制度が導入されたが、「環境影響評価に関する政令」も2011年度の制定を目指して改定作
業が進行中である。タイにおいては、事業段階のアセスメン卜は、 1975年国家環境質向上法 (1975年
法)の一部改正により1979年から導入され、 1992年の新国家環境質向上法に引き継がれてきたが、
2003年5月から EIAプロセスを再構築することを天然資源環境省 (MONRE)が承認し、 EIAプロセ
スの再構築に着手することになった。これにより、事業段階の環境アセスメント・システムの中に公
衆参加プロセスが明確に導入されるとともに、 SEAも導入されることになった。
また、アジアにおける生物多様性の保全の観点から、湿地の保全と法の問題を取り扱ったが、多く
の湿地が持つ生物多様性や生態学的プロセスを保全するためには、最も包括的で、かっ、良好に管理
される保護地域システムを構築することこそが、樫めて実際的な方法である。しかし、人的、物的、
財政的な制約条件が存在するため、その条件整備の面で時聞を要するため、積極的な国際環境協力が
期待される。湿地の有する生物多様性の重要性を公に知らしめることによって、湿地利用に関するあ
らゆる行為に地域住民の関与を組み込むことが不可欠である。なお、こうした湿地に対して近年は
]ICAの環境配慮の取り組み50にみるように、事業段階のみならず、計画段階においても社会環境配慮
が機能し始めていることは、ステークホルダーの積極的参加を促す意味で意義のあることである。
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